
別紙５ 
 

「こども家庭科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について」 
（令和５年６月12日こ成母第102号）の別紙に定める様式 

 
 

令和 ６年  4月  15日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立研究開発法人 

国立成育医療研究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名 専門職 
                                                                                      
                              氏 名 石塚 一枝          
 

   次の職員の（元号） 年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  感染症流行下等の社会的な環境変化による子どもの心身への影響の評価方法及び対処

法の確立に向けた研究（23DA1101）                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 社会医学研究部 専門職                    

    （氏名・フリガナ） 石塚 一枝 ・ イシツカ カズエ                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５ 
 

「こども家庭科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について」 
（令和５年６月12日こ成母第102号）の別紙に定める様式 

 
 

令和 ６年  4月  15日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立研究開発法人 

国立成育医療研究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名 部長 
                                                                                      
                              氏 名 森崎 菜穂          
 

   次の職員の（元号） 年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  感染症流行下等の社会的な環境変化による子どもの心身への影響の評価方法及び対処

法の確立に向けた研究（23DA1101）                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 社会医学研究部 部長                     

    （氏名・フリガナ） 森崎 菜穂 ・ モリサキ ナホ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５ 
 

「こども家庭科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について」 
（令和５年６月12日こ成母第102号）の別紙に定める様式 

 
 

令和 ６年  4月  22日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立研究開発法人 

国立成育医療研究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  五十嵐 隆     
 

   次の職員の（元号） 年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  感染症流行下等の社会的な環境変化による子どもの心身への影響の評価方法及び対処

法の確立に向けた研究（23DA1101）                     

３．研究者名  （所属部署・職名） こころの診療科・診療部長                               

    （氏名・フリガナ） 田中恭子・タナカキョウコ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □  ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の称：個人情報の保護に関する法律

（H15.5.30                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５ 
 

「こども家庭科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について」 
（令和５年６月12日こ成母第102号）の別紙に定める様式（参考） 

 
 

2024年4月19日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 日本福祉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  原田正樹          
 

   次の職員の（元号） R６年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名 感染症流行下等の社会的な環境変化による子どもの心身への影響の評価方法及び対処法

の確立に向けた研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 教育・心理学部 心理学科                                 

    （氏名・フリガナ） 小川しおり・オガワシオリ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：           ） 
     ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：         ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                    ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：COI自己申告書の内容をふまえ 

本学「研究に関する利益相反委員会」にて審査・監督を実施している） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 





別紙５ 
 

「こども家庭科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について」 
（令和５年６月12日こ成母第102号）の別紙に定める様式 

 
 

令和 ６年  4月  15日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立研究開発法人 

国立成育医療研究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名 室長 
                                                                                      
                              氏 名 大久保 祐輔        
 

   次の職員の（元号） 年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  感染症流行下等の社会的な環境変化による子どもの心身への影響の評価方法及び対処

法の確立に向けた研究（23DA1101）                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 社会医学研究部 室長                     

    （氏名・フリガナ） 大久保 祐輔 ・ オオクボ ユウスケ              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５ 
 

「こども家庭科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について」 
（令和５年６月12日こ成母第102号）の別紙に定める様式 

 
 

令和 ６年  4月   日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立研究開発法人 

国立成育医療研究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名 研究員 
                                                                                      
                              氏 名 小林 しのぶ         
 

   次の職員の（元号） 年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  感染症流行下等の社会的な環境変化による子どもの心身への影響の評価方法及び対処

法の確立に向けた研究（23DA1101）                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 社会医学研究部 研究員                     

    （氏名・フリガナ） 小林 しのぶ ・ コバヤシ シノブ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
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令和 5 年度こども家庭科学研究費補助金 

(成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業) 

統括研究報告書 

感染症流行下等の社会的な環境変化による子どもの心身への影響の評価方法及

び対処法の確立に向けた研究 

 

研究代表者 石塚 一枝（国立成育医療研究センター社会医学研究部 専門職 

研究要旨 

A 目的 

本研究では、子どもの心身に影響を与える因子の抽出、その因子による影響を評価するための指

標や対応手法を開発し、保護者、医療関係者、母子保健従事者向けの提言を作成することで、パン

デミック下で子どもが心身ともに健康で過ごせる生活環境・社会づくりを目指す。 

B. 方法 

文献レビュー及び全国調査の実施、好事例の収集を実施した。 

1. レビュー研究 

 Pubmed や医中誌の他、医学以外を含めた全分野の主要な学術誌が掲載されている Web of 

Science, CiNii 等のデータベースを用いて、日本語及び英語の該当文献を調べることでコロ

ナ禍における子どもの心身の健康や成長・発達への影響をリスト化した。 

2.調査の実施 

 乳幼児調査、学童期調査の２つの調査を実施した。乳幼児調査は、新型コロナウィルス流行

中の 2021 年に出産・育児をしていた女性の縦断インターネット調査 The Japan COVID-19 

and Society Internet Survey (JACSIS)により 2023 年に追跡調査を実施した。学童期調査

は、2020 年より開始している全国無作為抽出された全国の小中高生について、コロナ禍にお

ける生活等に係る調査の追加調査を本年度実施した。 

 3.こどもへの影響の把握・評価法の提案 

 1 のレビュー結果、２で収集した調査データの分析、及び既存の健診項目を参考に、新型コ

ロナウィルス感染症パンデミック流行下など非日常の環境下で子どもが心身ともに健康で過

ごせる生活・社会環境を作るうえで必要となる、乳幼児から学童期にかけての子どもの心身

の発達評価におけるチェック項目を抽出し育児支援のヒントとともに表形式で作成した。 

4.好事例集の収集 

 ①2020年 4月～2022年 1月のコロナ渦における国立成育医療研究センターにおける情報発信

の振り返り、②コロナ禍における子どもの入院環境を子どもの権利の視点から子ども療養支

援士による振り返り、③成育医療研究センター内子ども×メール相談の実践をベースとし

て、感染症下における子どもの環境調整に必要な事項を考察した。 

 自治体でのインタビューを実施した。COVID-19パンデミックで何らかの取組みを行っていた

ことを必須条件とし、自治体人口規模、合計特殊出生率、出生数、等の自治体の特徴となる

条件がばらつくように、かつ、アクセス可能である保健所管轄区域を選定した。COVID-19感

染拡大下において、工夫した取り組み、感染拡大前に行っていたどのような取り組みや仕組

みが役立ったか、インタビューを実施した。 

C. 研究結果 

1. レビュー研究 
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 こどもの日常生活行動の変化や（スクリーンタイムの増加、身体活動の減少、睡眠・

食事行動の乱れ、屋外時間の減少、座位時間の増加）、近視、体重・BMIは増加、体

力・基礎運動能力の低下の報告がみられた。 

2.全国調査の実施  

 乳幼児調査、学童期調査を実施し、２－４歳の乳幼児（母親回答）の研究参加者は、

2397人、小５から中 3の学童期（本人及び保護者回答）1995人から回答を得られ

た。 

3.こどもへの影響の把握・評価法の提案 

 こどもへの影響把握・評価のためのチェックリスト表を作成した。 

 注意項目には、虐待リスク軽減や育児負担感のある養育者の支援に役立てるために、

「乳幼児期の児のケアと関わり方」、外遊びの減少による肥満、スクリーンタイムの

増加による視力低下、生活リズムの乱れに対し注意喚起を行うため、「栄養／健康状

況など」、また、「安全」の項目を取り上げた。また、「スクリーニング、評価方法

等」については、症状や心配事に特化した内容のものも挙げて参照できるようにし

た。 

4. 好事例集の収集 

（成育医療研究センターの情報発信等の実践を通じた分析・検討） 

 子どものストレスとは何か、どのような形で生じるのか、そのことに気付いたら周り

はどのように対応するとよいのか、に関して計画的に情報発信を行うことを企画、子

どもと家族向け、学校現場での困難や教師の方に向けてリーフレットを作成した。 

 療養環境の考察では、21 名の子ども療養支援士（CCS）のうち、18 名から振り返り

の回答を得た。 

 子どもと社会のつながりを目的とした研究では、2020 年 12 月 29 日から 2022 年 6

月末（土日限定）までの 501 件のメール相談内容を分析した。 

（感染症流行下での乳幼児のいる家庭への行政支援の過程） 

 2023年度は、A市 (年間出生数約 400人), B市(年間出生数約 890 人), C市(年間出

生数約 800人), D市(年間出生数約 220人)と中規模の 3自治体及び小規模の 1自治

体に対して調査を実施した。 

結論 

1.レビュー研究 

 COVID-19パンデミックはこどもの心身・発達に関する多くの側面の影響が報告され

た。新型コロナウィルスパンデミックによる中期長期影響を把握するため、次年度も

引き続き文献レビューを実施する。 

2.全国調査の実施 

 学童期調査の結果から、子どもたちの健全な心身の成長を確保していくためには、子

どもたちの孤独を軽減する施策や、適切なインターネット使用を促進する施策を検討

することが求められている。 

3.こどもへの影響の把握・評価法の提案 

 社会的な環境変化を伴う緊急時には、子どもと繋がりやすい母子保健・学校・かかり

つけ医などで速やかに児の状態を把握し、適切に介入することができるよう評価指標

の開発を行った。 

4.好事例集の収集 

（成育医療研究センターの情報発信等の実践を通じた分析・検討） 

 本研究において作成されたリーフレットは全国の国民に拝読され、一部は国際的にも

公表された。 
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 感染予防を医学的に正しく行う中でも、子どもが子どもらしくあるための環境整備な

ど、保育士、子ども療養支援士など配置の必須化、院内学級運用の整備、親面会制限

への対応など、CCS としての役割をこのコロナ禍で再検討すべきと考えられる。 

 全国全国民を対象としたストレス、トラウマなどを予測した心理教育はポピュレーシ

ョンアプローチとして有効であり、子ども自身、子どもの成育環境を対象とした幅広

い支持的な情報発信が求められる。 

（感染症流行下での乳幼児のいる家庭への行政支援の過程） 

 感染症流行下での乳幼児のいる家庭への行政支援の過程について、今年度は、小・中

規模の自治体でのインタビューを実施した。 

 次年度は、さらにインタビュー範囲を拡大し分析、概念化をすすめていく。 

A. 研究目的  

新型コロナウィルス感染症の流行及び

感染症対策による、子どもの生活や環境等

に対する変化や、それによる子どもへの心

身への影響が懸念されている。食行動・食

事摂取量の低下、身体活動量の低下、スク

リーンタイムやソーシャルメディアの増

加、うつ、不安、子どもの自殺などのメン

タルヘルスへの影響や QOLの低下など多様

なこどもの生活環境・健康への影響が指摘

されている。 

さらに、新型コロナウィルス感染症流

行後に、母子の社会的孤立、貧困、児童虐

待の増加、家庭内暴力の増加など社会的影

響もある。新型コロナウィルス流行時にお

いては、日本人のウェルビーイングが低

い、睡眠時間が少ない、自殺が多いなどの

課題が指摘されていたが、新型コロナウィ

ルス感染症流行前よりもともとあった公衆

衛生的課題が顕在化、増悪したと考えられ

ている。 

 

 

 

 

図 1コロナ禍における子どもへの影響 
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新型ウィルス感染症流行のような非日常

的な社会状況下で、こどもが心身ともに健

康に育つため対応策を講じるため、こども

の環境や心身の健康に関する実態把握や評

価指標の作成が求められている。 

本研究では、子どもの心身に影響を与え

る因子の抽出、その因子による影響を評価

するための指標を開発し、保護者、医療関

係者、母子保健従事者向けの提言を作成す

ることで、パンデミックのような非日常の

環境で子どもが心身ともに健康で過ごせる

生活環境・社会づくりを目指す。 

 

B. 研究方法  

令和 5年度にレビュー及び全国調査の実

施、好事例を収集し、その結果に基づい

て、令和 6年度に感染症流行下にこどもの

健康を守るための保護者向けの資材を作成

し、資材を家庭へ届ける手段等を考察す

る。下記に令和 5年度に実施した内容を中

心にまとめた。 

 

１． レビュー研究 

2023年 4月に過去 10年間に発表された

論文を対象に日本と国際的な論文に分け、

それぞれ、PubMedと医学中央誌、PubMed

と Web of scienceのデータベースの検索

を行った。対象者は 0歳から 19歳未満の

小児、COVID-19または COVID-19による変

化を曝露とし、こどもの心身の健康、成長

発達に関わるアウトカムと判断できるもの

について、広く対象とした。その他、採択

基準に基づいて論文を採択した。 

 

２． 全国調査の実施 

上記レビューの結果を踏まえた調査計画

を作成し、調査を実施した。 

 乳幼児調査 

新型コロナウィルス流行中に出産し

た女性の縦断インターネット調査 The 

Japan COVID-19 and Society Internet 

Survey (JACSIS)のうち、2022年 2月の

追跡調査に回答した 4,247名（2021年

回答者 7,934人の 50%）に対して 2023

年 8-10月に追跡調査を実施した。

JACSISでは、父母の心身の健康・経済

状況、養育、愛着、発達(社会性発達、

自閉傾向含む)に関しての情報を収集し

ているが、本研究に追加で、子どもの発

達行動の課題などの情報を収集した。 

 

 学童期調査 

全国無作為抽出された小中高生約

2500名について、コロナ禍での子ども

の精神的不調（うつ等）とその要因であ

る家庭の環境（経済状況、養育等）、孤

立、レジリエンス、休校等について縦断

研究を実施している。この調査のデータ

を分析し、新型コロナウィルス流行下で

のこどもの心身に影響を及ぼす要因を明

らかにする予定である。本年度は、これ

らのうち、インターネット依存と抑う

つ、孤立と自傷についての分析を実施し

た。さらに、新型コロナウィルス感染症

流行で悪化が懸念されている抑うつなど

の子どもの心身の指標に関する経時的変

化を検討した。 

 

３． こどもへの影響の把握・評価法の提案 

パンデミック下で子どもが心身とも

に健康で過ごせる生活・社会環境を作

るうえで必要となる、乳幼児から学童

期にかけての子どもの心身の発達評価

におけるチェック項目を抽出し、育児

支援のヒントとともに表形式で作成し

た。文献レビュー、調査結果等及び国

内外の既存の健診項目を参考に、指

標・評価方法の提案を行った。 

 

４． 好事例集の収集 

COVID-19パンデミックで何らかの取組

みを行っていたことを必須条件とし、自治

体人口規模、合計特殊出生率、出生数、等

の自治体の特徴となる条件がばらつくよ

うに、かつ、アクセス可能である自治体を

選定した。自治体の了承及び担当者の同意

が得られた場合にインタビューを行った。

具体的には、COVID-19 感染拡大下におい

て、工夫した取り組み、感染拡大前に行っ

ていたどのような取り組みや仕組みが役

立ったか、2020 年 3 月以降から現在まで

のインタビューを実施した。内容は録音

(オンラインの場合は録画)した。録音また

は録画の音声データは、守秘義務契約をか
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わした業者へ依頼して逐語禄におこし、こ

れを分析データとした。 

 

C. 研究結果 

レビュー研究では、207件の論文を採

択し、その内訳は国内論文が 118件、国

際論文が 89件であった。COVID-19の恐

怖や感染拡大に伴い、医療・ケア・社会

福祉サービスの提供体制の中断や休止の

報告もあった。かかりつけ医のへ受診は

減少し、慢性疾患の診断遅れや緊急入院

の増加も報告された。こどもの日常生活

行動の変化や（スクリーンタイムの増

加、身体活動の減少、睡眠・食事行動の

乱れ、屋外時間の減少、座位時間の増

加）、近視、体重・BMIは増加、体力・基

礎運動能力の低下の報告もあった。感染

予防行動により小児感染症の減少、家族

と過ごす時間の増加がみられた一方、感

染症の再燃や流行の変化という側面もみ

られた。精神的健康に関しては行動や発

達への影響、うつ、不安症状、自殺の増

加の文献が報告されていた。 

学童期調査では、制限が緩和された後

も子どもの抑うつなどの心身の健康の改

善がみられないことが示唆された。 

上記をふまえた評価方法の作成では、

親のメンタルヘルス不調がボンディング

に与える影響を考慮し、乳幼児期は特に

親子の愛着発達に注目した。身体的虐待

やネグレクトの早期発見に努め適切な相

談先につなげることを意図した評価項目

も取り入れた。運動不足やスクリーンタ

イムの増加、発達障害の心配がある場合

に早期支援に必要なアセスメントを目的

とした質問紙・尺度や情報検索に有用な

保護者用アプリもリストに組み込んだ。 

自治体の好事例を収集するためのイン

タビュー結果からは、感染症流行下での

母子保健事業については、行政内関連部

署、小児科、産婦人科、精神科、児童相

談所等の関係機関との連携において、感

染流行前からの顔見知りの関係性をベー

スに、または既存の連携の仕組みを活用

して感染拡大に関する影響に協力して好

事例を収集した。 

 

D. 考察 

文献レビューから、COVID-19の感染予

防の行動は、結果的に他の感染症の罹患

の予防にもつながっていたことが確認さ

れた。一方で慢性疾患等については受診

控えや医療逼迫の状況が影響したことが

指摘された。また、こどもたちの体力や

運動能力の低下、近視の増加を認めてお

り、外出や屋外活動が制限されたことに

よりタブレットやスマートフォンをはじ

めあらゆる電子機器の使用時間が増え、

生活スタイルが大きく変化したこと、運

動機会が制限されたことが大きな要因で

あることが確認された。 

長期にわたる学校閉鎖というこれまで

に経験したことのない事態は、身体的健

康だけでなく心理的社会的健康状態にも

影響を及ぼしたことが文献レビューで確

認された。 

コロナ禍における環境の変化は、子ど

もたちの心身の健康に影響を及ぼした。

成長・発達段階にある子どもたちの心身

に生じた変化は、行動制限が緩和された

だけでは回復していないことが示唆され

た。 

また、孤独感や、インターネット依存

は、子どもたちの健全な成長にマイナスの

影響を与えることが示唆された。孤独感

は、自傷行為につながりやすく、その状況

が長期化すれば自殺につながることも懸念

される。そのため、これらを軽減したり、

適切な使用へと改善したりする取り組みが

必要とされることが示唆された。 

さらに、好事例集を収集するため、自治

体などにインタビューを実施した。行政内

関連部署、小児科、産婦人科、精神科、児

童相談所等の関係機関との連携において、

感染流行前からの顔見知りの関係性をベー

スに、または既存の連携の仕組みを活用し

て感染拡大に関する影響に協力して対応し

ていた。本年度は、小規模・中規模であっ

たため、来年度は大規模など自治体を拡大

してインタビューを実施する予定である。 

また、パンデミックのような非日常の環

境では、こどもへの影響の把握をするため

の評価方法の開発が求められる。例えば、

パンデミックのような非日常では、親子が
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互いの応答性を育む、家族や小集団での社

会性を身につける機会が少なくなる恐れが

あるなどさまざまな心身への影響が懸念さ

れるためである。そこで、こどもがパンデ

ミックのような非日常に遭遇した場合にお

こりえる健康課題、生活等の環境の変化に

ついて、プライマリケア医（かかりつけ

医）、保健センターでの乳幼児健診などさ

まざまな場面で活かすためのこどもへの影

響の把握・評価方法の提案として、チェッ

クリストを作成した。次年度は、全国レベ

ルで行政がこどもへの影響の把握・評価を

行うための方策を検討する。 

 

E. 結論 

1. レビュー研究 

COVID-19パンデミックはこどもの心

身・発達に関する多くの側面の影響が報告

された。行動制限が解除された後のこども

への影響は明らかではない。新しい文献が

続々と出版されている状況であり、次年度

も今年度に引き続き、文献レビューのアッ

プデートを行う。 

 

2. 全国調査の実施 

本調査での分析により、コロナウィルス

流行下で子どもたちの健全な心身の成長を

確保していくためには、子どもたちの孤独

を軽減する施策や、適切なインターネット

使用を促進する施策を検討することが示唆

された。また、行動制限が解除された後も

うつ症状や孤独感の改善はないため、中長

期的影響については、引き続き注視してい

く必要がある。 

 

3.こどもへの影響の把握・評価法の提案 

親のメンタルヘルス不調がボンディン

グに与える影響を考慮し、乳幼児期は特に

親子の愛着発達に注目した。身体的虐待や

ネグレクトの早期発見に努め適切な相談先

につなげることを意図した評価項目も取り

入れた。運動不足やスクリーンタイムの増

加、発達障害の心配がある場合に早期支援

に必要なアセスメントを目的とした質問

紙・尺度や情報検索に有用な保護者用アプ

リもリストに組み込んだ。 

 

4.好事例集の収集 

（成育医療研究センターの情報発信等の

実践を通じた分析・検討） 

感染拡大下での、子どもの権利保障をベ

ースとした子ども本人、および成育環境へ

の支援は、子どものレジリエンスに必須で

あるとの結論を得た。 

（感染症流行下での乳幼児のいる家庭へ

の行政支援の過程） 

本年度は小規模、中規模の自治体へのイ

ンタビューを実施した、次年度は、大規模

などさらにインタビュー範囲を拡大し分

析、概念化をすすめていく。 
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令和 5 年度こども家庭科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

分担研究報告書 

 

COVID-19 流行禍をはじめとしたパンデミックによる 

こどもの心身の健康・成長発達へ与える影響に関する文献レビュー 

 

研究分担者： 小林 しのぶ（国立成育医療研究センター 社会医学研究部） 

研究協力者： Diop加南  （国立成育医療研究センター社会医学研究部） 

 須藤 茉衣子（国立成育医療研究センター政策科学研究部） 

 

研究要旨 

目的：COVID-19 流行禍におけるこども達への心身の健康および成長発達への影響に関する

因子について、文献レビューにより抽出し、リスト化することである。 

方法：2023年 4月に過去 10年間に発表された論文を対象に日本と国際的な論文に分け、

それぞれ、ＰubMedと医学中央誌、PubMedと Web of science のデータベースの検索を行

った。対象者は 0歳から 19歳未満の小児、COVID-19 または COVID-19による変化を曝露と

し、こどもの心身の健康、成長発達に関わるアウトカムと判断できるものについて、広く

対象とした。その他、採択基準に基づいて論文を採択した。 

結果：207件の論文を採択し、その内訳は国内論文が 118件、国際論文が 89件であった。

COVID-19の恐怖や感染拡大に伴い、医療・ケア・社会福祉サービスの提供体制の中断や休

止の報告もあった。かかりつけ医の利用は減少し、慢性疾患の診断遅れや緊急入院の増加

も報告された。こどもの日常生活行動の変化や（スクリーンタイムの増加、身体活動の減

少、睡眠・食事行動の乱れ、屋外時間の減少、座位時間の増加）、近視、体重・BMI は増

加、体力・基礎運動能力の低下の報告もあった。感染予防行動により小児感染症の減少、

家族と過ごす時間の増加がみられた一方、感染症の再燃や流行の変化という側面もみられ

た。精神的健康に関しては行動や発達への影響、うつ、不安症状、自殺の増加も報告され

ている。こどもの心身・発達に影響を及ぼした要因として感染症拡大防止対策の実践に関

連するものが多くみられた。こどもの意見や権利の尊重が損なわれていたとの報告もあっ

た。 

結論： COVID-19パンデミックはこどもの心身・発達に関する多くの側面の影響が報告さ

れた。新たなパンデミックに備えて平常時からの体制の構築と強化、感染防止対策の実践

に資する資料となることが期待される。 
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A. 研究目的 

 COVID-19パンデミックでは厳格度は異

なるが、各国政府が様々な政策を講じ 1）、

個人だけでなく企業や産業の日常活動も制

限され、その影響は環境にまで及んだ
2)3)。2020年 4月 8日時点で 188か国の学

校で全面閉鎖が行われ 4）、2021年 2月 2日

時点で、世界全体で平均 95日間の完全休

校が実施された 5）。日本では 2020年 3月 2

日から新型コロナウイルス感染拡大防止対

策として全国の小中高等学校に一斉臨時休

校が要請され 6）、2020年 6月 1日までに

98％で学校が再開した 7）。学校再開後も学

校内の感染拡大防止対策として社会的距離

をとること、黙食、行事の中止などが行わ

れた。COVID-19感染拡大防止対策として

長期にわたる学校の閉鎖、仲間、親戚、社

会ネットワークからの厳しい社会的孤立、

孤独感の増大がこどもや青年の精神衛生上

の問題に悪影響を与える可能性が示唆され

ている 8）。社会的孤立と孤独感の影響はう

つ病や不安症のリスクを高め、長期にわた

り影響を及ぼすことが懸念されている 9)。

また、学校や病院が児童虐待保護のセーフ

ティネットである日本において学校閉鎖や

受診控えによりこどもをネグレクトや虐待

にさらす危険性が警鐘されている 10）。更

に、パンデミック流行後の長期的な影響に

ついても把握するため、COVID-19と同様

に世界規模の健康上の脅威となった市中肺

炎 SARS11）による影響も検討することとし

た。次のパンデミックに備えるために

COVID-19パンデミックによる環境変化が

こどもの心身の健康及び発達への影響につ

いて把握することが必要である。よって、

本研究の目的は、COVID-19禍におけるこ

ども達への心身の健康および成長発達への

影響に関する因子について、文献レビュー

により抽出し、リスト化することである。 

 

B. 研究方法 

1. 文献レビューの概要 

本研究は、特定の介入に関する効果検証な

どを明らかにすることを目的とせず、

COVID-19などのパンデミックにおけるこ

ども達への心身への影響に関して、どのよ

うな因子が報告されているのかを明らかに

することを目的としたため、Scoping 

review として文献レビューを実施した。

本研究の目的に沿って PCC(Population, 

Concept, Context)を、P: ０歳から 18歳

の小児・青年、C: COVID-19（による影

響） C: こどもの身体的健康への影響、

心理的社会的健康への影響、影響の要因、

とした。なお、調査フィールドが日本国内

である論文（以下、国内論文）、主に国外

エリアである論文（以下、国際論文）に分

け、文献レビューを実施した。 

 

2. 国内論文の検索 

2.1 採択論文の基準 

論文の種別：論文の種別として症例 

報告、レター、総論・解説、会議録は除外

した。なお、原則、研究デザインは限定し

ない。 

対象者：0歳から 19歳未満の小児。 

曝露および介入の種類：COVID-19、 

または COVID-19による変化とした。ある

特定の治療方法や介入（プログラム等）を

扱っている論文については除外した。 

アウトカムおよび評価指標：こども 

の心身の健康、成長発達に関わるアウトカ

ムと判断できるものについて、広く対象と

した。 

2.2 文献の検索 

データベースは、PubMed、医学中央 

雑誌のデータベースを用い、過去 10年間

に発表された論文を対象に 2023年 4月 6

日に検索を実施した。 検索式は以下の通

り。 

PubMed: ((((((covid 19 AND 

((y_10[Filter]) AND (all child 

[Filter]))) AND (Japan) AND 

((y_10[Filter]) AND (all child 

[Filter]))) NOT (covid 19 vaccines)) 

NOT (covid 19 serotherapy)) NOT (covid 

19 nucleic acid testing)) NOT (covid 

19 serological testing)) NOT (covid 19 
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testing) 

医学雑誌：(((SARSコロナウイルス-2/TH 

or COVID-19/TH or COVID-19/AL or (コロ

ナ/TA and DT=2020:2023)))) and 

(DT=2013:2023 (PT=症例報告・事例除く) 

AND (PT=原著論文,会議録除く) CK=新生

児,乳児(1～23ヶ月),幼児(2～5),小児(6

～12),青年期(13～18)) 

 

3. 国際論文の検索 

3.1 採択論文の基準 

論文の種別：システマティックレビ 

ューを対象とした。 

対象者：0歳から 19歳未満の小児。 

曝露および介入の種類：COVID-19、 

または COVID-19による変化とした。ある

特定の治療方法や介入（プログラム等）を

扱っている論文については除外した。 

アウトカムおよび評価指標：こども 

の心身の健康、成長発達に関わるアウトカ

ムと判断できるものについて、広く対象と

した。 

 

3.2 文献の検索 

データベースは、PubMed, Web of  

scienceのデータベースを用い、過去 10

年間に発表された論文を対象に 2023年 4

月 13日に検索を実施した。検索式は以下

の通り。 

PubMed: (((((covid 19 AND 

((y_10[Filter]) AND (systematic 

review [Filter]) AND (all child 

[Filter]))) NOT (covid 19 vaccines)) 

NOT (covid 19 serotherapy)) NOT 

(covid 19 nucleic acid testing)) NOT 

(covid 19 serological testing)) NOT 

(covid 19 testing)  

 

Web of science:  (TS=( (covid 19) ) 

NOT TS=((covid 19 vaccines)) NOT 

TS=((covid 19 serotherapy)) NOT    

TS= ((covid 19 nucleic acid 

testing)) NOT TS=( (covid 19 

serological testing)) NOT TS=((covid 

19 testing) ) AND ALL=((systematic 

review) OR (meta-analysis))) AND 

(ALL=(children) AND DT==("ARTICLE") 

AND DT==("ARTICLE" OR "DATA PAPER")) 

 

4. スクリーニングおよび分析方法 

4.1 論文のスクリーニング 

 前項に挙げた採択基準をもとに文献検索

を実施し、研究者 2名でタイトルおよび抄

録をもとに第 1段階のスクリーニングを実

施した。第 2段階のスクリーニングとし

て、第 1段階で抽出した論文を対象にフル

テキストをもとに独立した研究者 2名でス

クリーニングを実施した。研究者で判断の

相違が生じた場合は、3人目の研究者によ

って協議し最終決定を行った。 

4.2 集計・分析方法 

 採択となった論文を対象から、アウトカ

ムを抽出し、抽出したアウトカムをカテゴ

リー別にグルーピングし、リスト化を行っ

た。カテゴリーの抽出は、3名の研究者間

で協議し、反復プロセスに従って決定し

た。上位に挙がったアウトカムに対し、各

論文から効果の方向性を確認する作業を実

施した。前途の集計・分析結果をもとに、

COVID-19禍におけるこどもの心身への健

康および成長発達への影響と要因をまとめ

た。 

（倫理面への配慮）特になし。 

 

C. 研究結果 

1. 採択論文 

1.1 論文のスクリーニング 

論文選択の過程を（図１）に示した。国内

文献については PubMed および医中誌によ

るデータベース検索の結果 1035件、国際文

献については PubMedおよび Web of Science
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より 623 件、計 1658 件の論文が得られた。

表題及び抄録によるスクリーニング、その

後本文によるスクリーニングを実施し、最

終的に国内論文から 118件、国際論文 89件、

合計 207 件の論文を採択し本研究の対象と

した。 

1.2 採択論文の概要 

採択論文の対象の年齢層は、幅広い年齢

を対象とする論文が多くみられた。対象を

乳幼児に限定した論文は 34件、青年に限定

した論文が 17件であった。 

各論文からアウトカムを抽出し分類した

結果、国内論文で設定されていたアウトカ

ムは疾患発生数が 25件、受診行動・受診状

況の変化が 16 件、日常生活行動が 12 件、

メンタルヘルスが 10件、体力・基礎運動能

力が 9 件であった。国際論文のアウトカム

は、メンタルヘルスが 26件、疾患発生数が

9件、日常生活行動が9件、虐待関連が6件、

出生時アウトカム、受診行動・受診状況の変

化、感染伝播、近視等の視力に関する健康が

各 5件であった（図 2）。これらのアウトカ

ムから、こどもの身体的健康への影響とし

て、「小児の主要感染症」「小児疾患・身体状

況」「体格・BMI」「体力・運動能力」「出生時

アウトカム」のカテゴリーを、こどもの心理

的社会的影響として「自殺」「メンタルヘル

ス」「虐待」「行動抑制・行動変化」のカテゴ

リーを設定した。 

 

2. こどもの身体的健康への影響 

身体的影響として「小児の主要感染症」

「小児疾患・身体状況」「体格・BMI」「体

力・運動能力」「出生時アウトカム」の項

目を抽出した(表 1）。 

小児の主要感染症について、インフルエ

ンザや RSウイルス、水痘など 9疾患にお

いて発生数の減少が報告されていた。A群

溶血性レンサ球菌咽頭炎、水痘、手足口

病、ヘルパンギーナなど、2021年に入る

と感染状況が平常化もしくは増加に転じた

という報告もみられた。 

小児疾患・身体状況については、川崎病

発症数の大幅な減少、喘息による入院患者

数の減少などが報告されている。歯科領域

ではこども齲歯の増加、眼科領域では近視

の発症率が 2倍強、近視進行度の増加等が

報告されていた。 

COVID-19禍におけるこどもの体重・BMI

の増加、肥満のこどもの増加が多くの論文

で報告された。学校閉鎖と BMIとの関連を

調査した研究では、小中学生男子で BMIが

統計学的有意に高かった一方で、中学生女

子では有意に低い結果の報告がみられた。 

こどもの体力・運動能力は国内文献から

の報告であり、体力や運動能力、持久力の低

下もしくは低下傾向が示された。 

 出生時アウトカムでは、死産数、低出生

体重児数、早産数などについて国内および

国際論文で報告があったが、変化なしとの

報告がある一方で、減少を示すものもあり

その方向性は一貫していなかった。 

 

3. こどもの心理的社会的健康への影響 

心理的社会的影響として「自殺」「メンタ

ルヘルス」「虐待」「行動抑制・行動変化」の

項目を抽出した(表 2-1, 2-2）。 

日本の全国データを用いた調査で 2020

年の 0~19 歳の自殺数は約 44％増加したこ

とが報告されていた。とくに第 2 波と言わ

れた期間（2020年 7月～10月）で自殺者数

は 49％増加した。自殺の要因として、国際
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的な系統的レビューではイギリスでの研究

で学校閉鎖と広範なロックダウンと自殺に

は関連ないと報告がある一方で、長期休校

後の学校再開との関連を指摘する国内論文

もみられた。 

 不安やうつ症状といったメンタルヘルス

について、国際的なパンデミック前後を比

較したメタ解析ではうつ病の有病率の増加

と、うつと不安スコアの増加が報告されて

いた。そのほか、複数の研究で不安やうつ症

状、有病率の増加が報告されている。日本の

小学 3‐6 年生を対象とした調査でも不安

スコアが基準値より高かった。パンデミッ

ク時の不安が回復に向かうも、うつ症状は

時間とともに増加する傾向があるとの報告

もみられた。学校再開後も心身症発症リス

クの高い生徒の割合、身体症状が増加した

報告もあった。ストレスの有病率として心

理的苦痛の症状、急性ストレス障害 17％が

あり、漠然とした COVID-19への不安の報告

もあった。小児心的外傷後ストレス障害

（PTSD）有病率（推定）に関する報告や、こ

どもの睡眠障害の有病率増加も報告がみら

れている。その他、強迫症状の増加、強迫性

障害の症状の悪化、注意欠陥多動性障害

（ADHD）、神経発達障害、知的障害患者の外

在行動の悪化なども報告されている。 

乳幼児の発達に関する報告もみられた。

就学前児童の甘えや癇癪の増加、コミュニ

ケーション障害を有する可能性の増加が報

告された。 

 虐待に関する状況として、国際論文、国内

論文でパンデミック前と比べ児童保護の相

談は減少したとの報告があった。しかし、

2020年の国内調査では、児童虐待事例総数

はパンデミック前と比較して 5％増加した。 

 

4. 身体的健康への影響の要因 

こどもの身体的健康への影響の要因とし

て、感染予防行動や受診行動の変化、社会

規制・学校閉鎖による日常生活での行動制

限、人的交流頻度の低下、電子機器使用時

間の増加と屋外活動時間の低下などが挙げ

られていた(表 1）。現在、各影響と要因の

関連性の整理を進めている段階である。 

 

5. 心理的社会的健康への影響の要因 

 こどもの心理的健康に影響を及ぼす要因

として、COVID-19への恐怖、学校閉鎖や

遠隔教育、社会規制、ソーシャルメディア

使用頻度の増加、行動変化、日常生活の規

制等、多くの要因が報告されていた。社会

的健康に関しては、医療・社会福祉サービ

ス提供体制の変化や受診行動、日常生活行

動に変化を求められたこと、感染予防行動

がこれらに関連する要因として述べられて

いた(表 2-2）。現在、各影響と要因の関連

性の整理を進めている段階である。 

 

D. 考察 

 COVID-19禍におけるこども達への身体

的健康および心理的社会的健康への影響と

それに関連する因子について、スコーピン

グレビューの手法を用いて抽出し、リスト

化し提示した。 

 こどもの身体的健康に関して、とくに感

染症発症状況への影響が大きいことが今回

の文献レビューからも確認された。そして

身体的健康への影響の要因として感染予防

行動や受診行動の変化が大きくかかわる可

能性が高いことが示された。COVID-19の

感染予防への行動は、結果的に他の感染症
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の罹患の予防にもつながっていたことが知

られている 12)13)14)。一方で慢性疾患等につ

いては受診控えや医療逼迫の状況が影響し

たことが指摘された。また、こどもたちの

体力や運動能力の低下、近視の増加を認め

ており、外出や屋外活動が制限されたこと

によりタブレットやスマートフォンをはじ

めあらゆる電子機器の使用時間が増え、生

活スタイルが大きく変化したこと、運動機

会が制限されたことが大きな要因であるこ

とが確認された。本来あるべき日常に制限

が及ぶことにより、こどもたちの心身にあ

らゆる影響をもたらす可能性があることが

確認された。 

 長期にわたる学校閉鎖というこれまでに

経験したことのない事態は、様々な制限を

余儀なくされこどもたちの生活に大きな変

化を及ぼした。上記に述べた身体的健康だ

けでなく心理的社会的健康状態にも影響を

及ぼしたことが文献レビューで確認され

た。国内外で多くの報告がされていること

から、社会全体で取り組むべき課題である

ことが示唆された。 

今後は、こどもの身体的健康、心理的社

会的健康への影響とその要因についてさら

に分析を進め、効果的な今後のこどもたち

への医療・社会福祉的制度、体制づくりへ

の視点について検討していく。また、将来

パンデミックが発生した場合に備え、平常

時からどのような評価指標を備えるべきな

のかの検討が重要であると考える。リスク

回避するための対策をはじめ、こどもの権

利が損なわれないことを軸に、こどもたち

とこどもたちに関わる人々を巻き込んだ取

り組みへと発展させていくことが必要であ

り、それらに資する基本資料の提供ができ

るようさらに分析を深めていく。 

 

E. 結論 

文献レビューを行い、こどもの健康に与

えた影響として「小児の主要感染症」「小児

疾患・身体状況」「体格・BMI」「体力・運動

能力」「出生時アウトカム」「自殺」「メンタ

ルヘルス」「虐待」「行動抑制・行動変化」を

抽出し、リスト化した。今後、影響の要因を

さらに深く分析し、新たなパンデミックに

備えて平常時からの体制の構築と強化、感

染防止対策の実践に資する資料を提供でき

ることを目指す。 
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図 3抽出アウトカム（国内文献） 

図 4抽出アウトカム（国際文献） 
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表１ 身体的影響 

 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

小
児
の
主
要
感
染
症 

 2020年の発症数： 

インフルエンザ、RSウイルス、咽頭結膜熱、

水痘、ヘルパンギーナ、A群溶血性レンサ球

菌咽頭炎、感染性胃腸炎、手足口病 、伝染

性紅斑、マイコプラズマ肺炎 

突発性発疹 

 

減少 

 

 

変化なし  

 

学校閉鎖と予防行動の推奨

政策 

 

 

発症者の高年齢化が認めら

れた 

入院患者数： 

RS ウイルス、ロタウイルス、アデノウイル

ス、ノロウイルス 、ヒトメタニューモウイ

ルス、上気道感染症、下気道感染症、消化管

感染症、皮膚・軟部組織感染症 

減少   

RSウイルスの活動 

伝播性          

減少 

減少 

97.9％（95％CI：94.8％-

99.2％） 

40％の低下 

尿路感染症の入院患者数 変化なし    

帯状疱疹の発症率  変化なし  

2021年の RSウイルス発症数 

呼吸器疾患患者における 10歳未満のライノ

ウイルス検出頻度 

増加 

 

 

増加  

 過剰な増加であり、2003年

のモニタリング開始以来、

年間で最も患者数が増加し

た 

小
児
の
疾
患 

川崎病の発症数、発症率 

腸重積の発症数 

喘息悪化入院患者数 

減少 小児の主要感染症の減少と

ともに報告された（川崎病 1

件、腸重積 2件）。 

１型糖尿病患者の血糖指標 改善 ロックダウン中、ロックダ

ウン後 

新規 1型糖尿病発症数 

ケトアシドーシスを伴った新規 1 型糖尿病

発症数 

てんかん重積状態による入院患者数 

異物摂取による入院患者数 

増加  

虫垂炎症例、複雑性虫垂炎症例数 判断困難 虫垂炎症例は対象論文 7 件

で増加、5件で減少したと報

告された。 

小
児
の
外
傷 

・
身
体
状
況 

外傷による入院患者数、眼球外傷発生数 減少 アルコール系消毒薬に関す

る化学障害による眼球外傷

症例数は大幅に増加した。 

齲蝕 増加 研究対象：小学 6年生 

近視の発生数・発生率、近視進行度 

ドライアイ、視覚疲労症状、輻輳障害等 

増加 遠隔医療、近業の時間、電子

機器の使用、屋外時間、光照

射量などを要因として挙げ

ている。 

IgG値 低下 5 歳以上の集団と新生児お

よび 0.3 歳未満の乳児で顕

著 
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

ビタミン D濃度 減少  

月経前症状の悪化 増加  

体
格
・
体
重
・
Ｂ
Ｍ
Ｉ 

体重・BMI 

体格（身長・体重） 

肥満有病率・肥満度・肥満傾向 

 

 

 

 

BMI 

増加 

 

 

 

 

 

 

減少 

食習慣の変化（高カロリー

食、高血糖食、ジャンクフー

ドの摂取量の増加）、運動量

の減少、睡眠覚醒サイクル

の変化、休校、パンデミック

/ロックダウンが要因とし

て挙げられる 

合併症や肥満のある子ども

では BMI に変化なしという

報告もあり。肥満憎悪群の

み肥満度に変化なし 

中学生女子でのみ 

体脂肪率 増加 対象：6－7歳児 

体
力
・
運
動
能
力 

筋力 

筋持久力 

基本的運動能力、巧緻性 

 低下 

低下 

低下 

3－5歳児を対象。 

5 週間の休園が影響してい

る。 

全身持久力 

筋力・筋持久力、瞬発力 

筋力、柔軟性、敏捷性 

バランス機能 

全身持久力、筋力・筋持久力、柔軟性、敏

捷性、瞬発力、バランス機能 

 低下 

 低下 

 

低下 

 

 低下 

変化なし 

 

対象：小学生・中学生 

学校閉鎖/運動場使用制限、

非常事態宣言の影響 

体格（身長・体重）とスクリ

ーン利用時間の増加、運動

時間の減少がともに観察さ

れたが、運動時間で調整後

も運動能力の低下。 

全体的な体力、瞬発力及び筋力 低下 対象：高校生 

出
生
時
ア
ウ
ト
カ
ム 

死産数 増加 2020 年 9 月までの調査を含

む 1 件       サブ

グループ解析で統計的有意

に達したのは低中所得国の

み 

変化なし 2020年 10月以降の調査を含

む 3件 

減少 高所得国（日本を含む）、異

所性出産、単胎妊娠、高いス

トリンジェンシー指数スコ

ア 

2500ｇ未満の低出生体重児数 変化なし 世界を対象としたメタアナ

リシス 1件、日本の地域デ‐

タを用いた研究 1件 

1500ｇ未満の極低出生体重児数 変化なし 世界を対象としたメタアナ

リシス 1件 

減少 日本を対象とした研究 2件 

切迫早産有病率 減少  

胎児発育不全児数 減少  
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

新生児集中治療室入院数 変化なし 世界を対象としたメタアナ

リシス 2件 

減少 SARS-CoV-2 感染に対する緩

和措置が高い地域、全国を

対象とした研究 

SARS-COV2 感染が RT-PCR で確認または疑わ

れた妊娠中または最近妊娠した女性で中絶

の決定 

影響あり 胎児感染の可能性に対する

母親の不安が寄与した 

  

表 2-1 心理的健康への影響 

 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

自
殺 

自殺数（2020年） 

自殺数（2020年 7月～10月） 

女子の自殺追加負担（2020年 7月下旬

～11月） 

増加 

増加 

増加 

44%増加       

49％増加（学校閉鎖終了後の時期に

相当） 

                     

自殺による過剰死亡数（20020 年 3 月

～6月） 

自殺率（2020年 3月～5月） 

変化なし 

変化なし 

パンデミック初期、学校閉鎖中に自

殺の増加は観察されなかった。 

自殺                         関連なし 学校閉鎖と広範なロックダウン 

自殺企図数（2020年） 増加 女性でリスクが高かった。 

自殺企図患者数（2020年） 増加 COVID-19 新規患者数の増減と逆の

変動を示した。 

自殺関連行動による入院の発生率  

 

 

 

自殺関連行動による受診  

減少 

 

 

 

増加 

調 整 後 発 生 率 比 ： 0.46(95 ％

CI :0.24, 0.86） 

自殺関連行動による入院の減少の

背景には援助希求行動が減った可

能性が示唆された。 

COVID-19前 vs後：16.8 % vs.15.1 % 

自殺念慮 - 6研究のうち 3研究で増加 

う
つ
・
不
安
等
の
精
神
疾
患
・
精
神
症
状 

うつ病の有病率  

うつ症状スコア(PHQ-9)  

うつ症状スコア(PHQ-8)  

うつ症状スコア(MFQ)  

うつ症状の有病率  

うつ症状 

  

                       

増加 

増加 

増加 

増加 

増加 

判断困難 

RR: 2.54 (95％CI: 2.48, 2.60) 

SMD: 0.17(95％CI: 0.10, 0.24) 

SMD: 0.23(95％CI: 0.08, 0.38) 

SMD: 0.11(95％CI: 0.06, 0.17) 

25研究で増加が報告された 

質の高い研究はいずれも経時的な

うつ病の増加を報告していた。5 つ

のメタアナリシスのうち 2つ、その

他の 19の研究のうち 10でうつ病の

症状の増加が認められ、残りは変化

なし、変化の証拠はほとんどない、

あるいは減少が認められた。 

不安スコア（GAD-7)    

不安スコア（GAD-7-C)   

 

不安スコア（MASC-C)  

増加 

変化なし 

 

変化なし 

SMD: 0.12 (95％CI:0.08, 0.17) 

プール効果量: -0.001 (95％CI: -

0.10, 0.10 

プール効果量: -0.04 (95％CI: -
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

不安症状のレベル  

不安症や関連症状の有病率  

不安スコア（SCAS)   

増加 

増加 

基準値より

高い 

 

0.12, 0.04) 

17研究で増加が報告された。 

分離不安障害が中学年に比べ高学

年で高く、女子がすべて（分離不

安障害、社会不安障害、強迫性障

害、外傷障害）で高かった。 

中枢神経用薬（抗不安薬、抗うつ薬、睡

眠薬）の処方箋枚数                  

増加 2020年 7-9月から増加が見られた。 

心身症発症リスクの高い（QTA スコア

≥37）生徒の割合、身体症状スコア 

増加 学校閉鎖による影響 

心身症群では「学校のことを考えた

くなかった」で身体症状が増加し、

心身症、発達障害以外群では「早く

学校に戻りたかった」で減少した。

さらに、特に心身症群では、休校中

に一過性に身体症状が低下し、再開

後に上昇した。 

心的外傷後ストレス障害の有病率  判断困難 記述的には高いことが示された。 

強迫症状 

強迫性障害の症状（不注意や多動性、

衝動性） 

増加 

悪化 

 

SMD:0.270 (95% Cl:0.158,0.382),  

ADHD症状   悪化 対象：3-18歳の ADHD小児 

外在化行動と攻撃的行動   増加 神経発達障害（自閉症スペクトラ

ム、ADHD、知的障害）児の学校閉鎖

による影響 

小児救急病院における臨床心理介入件

数、臨床心理新規介入件数         

増加  

睡
眠 

睡眠障害の有病率 増加  

ナルコレプシー、特発性過眠症、クラ

イネ・レビン症候群などの過眠症の総

患者数および睡眠不足症候群の患者数 

授業中の平均睡眠回数と睡眠時間 

増加 

 

 

増加 

6-15 歳の睡眠障害治療を受けた患

者の学校閉鎖による影響 

発
達 

幼児期の発達  

 

悪影響 パンデミックによる複合的なスト

レス要因は大きな負担を及ぼし、一

部は親の習慣の影響により媒介さ

れる。 

甘えや癇癪  増加 対象：3-6歳の就学前児童 

甘え（COVID-19 前 vs 後：11.9％vs

約 40％）、癇癪（COVID-19後約 20％） 

ネガティブな言動（基本的生活習慣の

退行、情緒不安定を示す行動や態度、

暴力的行為）  

悪影響 園児を対象とした休園中の影響 

約 3分の 1の園児は自宅にこもった

生活をし、戸外遊びより室内遊びの

時間が長かった。 

乳幼児のストレス、精神的健康     - その他、感染予防策，日常生活，友

達・家族との関係に影響があった。

親もストレスを抱え、他者とのつな

がりが失われ孤立化する家庭があ

った。  
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

赤ちゃんの印象：反応の乏しさ、希求

力の弱さ 

悪影響 面会制限による影響と考えられた。 

神経発達障害： 

コミュニケーション障害を有する可能

性 

粗大運動、微細運動、個人的-社会的、

問題解決       

 

増加 

変化なし 

対象：生後 12か月までの乳児 

OR:1.7(95％CI:1.37, 2.11） 

 

行
動
変
化 

情緒、行動、落ち着きのなさ/不注意  増加  

総合困難さ（SDQ-P） 

情緒問題（SDQ-P） 

情緒問題（SDQ-C） 

 

行為問題（SDQ-C）        

向社会的行動（SDQ-P） 

多動/不注意（SDQ-P）     

変化なし 

変化なし 

増加 

 

増加 

減少 

増加 

 

プール効果量: 0.06 (95%CI:−0.26, 

0.09) 

プール効果量 : -0.28 (95%CI:-

0.47, -0.09) 

 

プール効果量: 0.14 (95%CI: 0.01, 

0.27) 

パンデミック前 vs後：6.4vs5.4 

パンデミック前 vs後：3.1vs3.5 

総合的な精神健康上の困難度や全体的

な重症度スコア  

増加  

情緒・行為問題、多動・不注意      増加 6-10 歳のこどもが経験した心理的

苦痛による 

アルコール、大麻の使用頻度 増加  

 

精神疾患・症状、情緒・行為問題等の有病率 
主な結果 備考 

プール有病率： 

うつ病：32％（95％CI: 27, 38） 

不安症：32％（95％CI: 27, 37）          

対象：平均年齢 0-19歳 

アフリカからの研究は少なかった。 

プール有病率： 

うつ病：25.2％（95％CI: 21.2, 29.7） 

不安症：20.5％（95％CI: 17.2, 24.4）      

対象：18歳以下 

 

プール有病率： 

うつ症状：31％（95％CI: 27, 35） 

不安症：31％（95％CI: 27, 35） 

睡眠障害：42％（95％CI: 33, 52）      

対象：小中学生または 18歳以下 

   

 

プール有病率： 

うつ病：29％（95％CI: 17, 40） 

不安：26％（95％CI: 16, 35） 

睡眠障害：44％（95％CI: 21, 68） 

PTSD: 48％（95％CI：-0.25、1.21）      

対象：18歳以下 

 

プール有病率： 

PTSD：28.15％（95％CI: 19.46, 36.84)      

対象：子どもまたは青年 

プール有病率： 

睡眠障害：46％（95％CI: 36.90, 55.30） 

子どもと青年 

プール有病率：  就学前の小児の有病率はパンデミック前
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睡眠障害：54％（95％CI: 50, 57） 

睡眠の推奨を満たしていない子供：49％（95％CI：

39, 58） 

より低かった（統計的な有意差なし。自閉

スペクトラム症や注意欠陥多動性障害（夕

方型）のような神経行動障害を持つ小児で

は、睡眠問題の増加が報告された。 

プール有病率：                      

不安：34.5％（95％CI: 33.8, 35.1） 

うつ：41.7％ (95％CI:40.8, 42.3） 

いらいら：42.3％ (95%CI:39.4, 45.7) 

不注意：30.8％ (95%CI:27.9, 32.8) 

睡眠障害：21.3％（95％CI:18.7, 24.1） 

過度の恐怖：22.5％（95％CI:19.3, 25.4） 

行 動 の 全 体 的 な 悪 化 / 心 理 的 症 状 ： 79.4% 

(95%CI:71.8, 88.3)              

健常児と比較して行動学的併存疾患（自閉

症または ADHD）を持つ子供の保護者がよ

り専門的支援の必要性を感じていた。 

有病率： 

感情症状や行為問題：5.7％～68.5％ 

不安：17.6％～43.7％ 

うつ：6.3％～71.5％ 

ストレス：7％～25％ 

PTSD：85.5％ 

自殺念慮：29.7％～31.3％             

 

有病率：                    

不安症：19～37％ 

うつ病：35～44％ 

PTSD：6％ 

心理的苦痛の症状：40％ 

急性ストレス障害：17％ 

 

青年の不安やうつ症状の有病率：約 3分の 1  

 

精神的健康に影響を与える因子 
アウトカム 因子 
危険因子 

自殺 失業と大気汚染の同時発生 

長期休校後の学校再開 

中学以降のネグレクトを背景とした事例 

COVID-19禍（阪神淡路大震災では減少） 

自殺企図 女性、精神科の受診歴、COVID-19新規患者数の増減と逆の

変動 

自殺企図や自殺念慮         学校閉鎖や遠隔教育  

うつ、不安 

 

 

 

 

 

 

 

東地中海地域、パンデミック後期の調査、女子、青年、高

い教育レベル、過去の精神的健康問題、 

遠隔教育、学校閉鎖、乏しい社会支援 

COVID-19への恐怖、COVID-19のニュースを聞くこと、親か

らの COVID-19から身を守るためのプレッシャー、孤独、身

体的距離を置くことの実践、座位時間の増加、電子機器の

使用、ソーシャルメディアの使用、メディア中毒、ゲーム 

PTSD 個人的、家庭特性：パンデミック前の健康状態、自殺念慮

の生涯歴やパンデミック前の虐待 などの否定的な経験と



25 

 

COVID-19への暴露の相互作用、ひとり親、経済的不利  

感染症関連因子：COVID-19の脅威、COVID-19関連措置 

心理的および行動的変化：孤独感、不安、抑うつ症状の増

加 、長時間のスクリーンタイム、日中の眠気 

心身症 学校閉鎖 

身体症状スコア（QTA) うつ症状、自己効力感、不安 

子どもの精神的健康  社会的孤立、親の精神的健康（育児ストレスの影響が最も

大きく、小～中程度の影響）、親の不安、親の苦悩、経済

的負担、居住地が高リスク地域、地方、女性、上級生、競

技レベルの高い群 

孤独 ビデオゲーム 

情緒問題、行為問題、多動/不注意、

反抗挑戦行動、感情反応性   

情緒問題、行為問題、多動/不注意  

 

行為障害および多動 

 

多動/不注意、感情障害 

感情の制御  

学校閉鎖（多動/不注意のみ小さな影響、その他は大きな影

響）、部分休校（行為問題、情動反応に小さな影響） 

学校閉鎖と広範なロックダウン、スクリーン使用時間の増

加、ソーシャルメディア利用の増加、身体活動の低下 

心理的苦痛のレベルが高い両親または介護者を持つこと、

特別な教育的ニーズ/神経発達障害の既往歴 

睡眠覚醒リズムの乱れ、睡眠の質の低下、日常生活の変化

親の感情的な否定性 

情緒不安定 単身世帯 

COVID-19に対する不安 感染すること自体，他者への感染の原因，学校での感染拡

大，ウイルスの先行き，コロナハラスメント，家族の感染，

ワクチン接種，学校生活への影響         

保護因子 

不安、うつ 良い栄養、身体活動、レジリエンスと肯定的対処新型コロ

ナウイルス感染症（COVID-19）の予防と制御対策に関する

知識と意識の向上、将来を楽観的かつ自信を持って見据え

ている子供や若者（うつ症状）、ビデオゲーム （リスク

のある人には有害な影響） 

PTSD 両親との同居、高い教育水準、パンデミック前のより強い

親子関係 

レジリエンスと積極的な対処 

精神的健康          

 

 

 

 

青年の精神的健康      

趣味に取り組む、音楽を聴く、祈る、ルーチンを維持する、

特に、より高いレベルの身体活動、外で遊ぶ時間、学校閉

鎖による通常のストレスの軽減  

メディアによる娯楽、読書、身体活動、COVID-19 に対する

良い認識 

学校閉鎖（通常の学校のストレスが軽減） 

社会的支援、前向きな対処法、自宅隔離、親子での話し合

い、デジタル・プラットフォームを通じて助けや心理的サ

ポートを求める傾向が非常に強い 

孤独感 

孤立（社会的つながり） 

孤独感やストレス 

 

仲間や協力的な個人との継続的な

つながり 

ビデオゲーム （リスクのある人には有害な影響） 

オンラインコミュニケーション 

ソーシャルメディアの使用（1対 1のコミュニケーション、

ネット上での相互親交、肯定的で面白いネット上での体

験） 

オンラインのテキストベースのプラットフォーム（LGBTQ

を自認する青少年たち） 
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COVID-19に対する不安 基本的な感染対策の徹底、自分の感染予防次第、周囲の配

慮への安心感 
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表 2-2 社会的影響  

（※影響の方向性は、前後比較等の検討が行われていない研究については言及しない） 

 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

医

療

・ 

ケ

ア

・

社

会

福

祉

の

提

供

体

制 

母子保健サービス普及率 減少 106（45％）の出版物で減少 

2020年 8月（パンデミックの最初の 6ヶ

月）以降を追跡調査した報告では、サー

ビス提供範囲の回復を報告する傾向が

高かった。 

授乳と赤ちゃんと母親が一緒にい

ること 

 

 

中断 58.7％（37/63） 

SARS-COV-2 陽性の授乳中の母親と陰性

の乳児では一般に母乳育児が奨励され

た。 

NICU/GCUにおける面会、赤ちゃんの

ケア 

制限 91.3％の施設で制限された。95%以上の

施設で面会制限、75％の施設でケア制限

があり、カンガルーケアの禁止、タッチ

ングの禁止、抱っこの禁止、おむつ替え

の禁止、授乳の禁止の順に多かった 

5ステップ母乳育児支援 

母子同室 

減少傾向 

減少 

COVID前 vs後：3.24vs3.04、p＝0.069 

COVID 前 vs 後：39.3％vs27.8％、p＝

0.014 

小児救急搬送困難      変化なし  

小児外来受診困難     小児科で最も多く、8.9％（2020 年度）

3.6％（2021年度）であった 

検査     中止/中

断 

 

障害児を対象とするショートステ

イや訓練 

休止 期間：休校中。リハビリの中断により身

体の拘縮が 2名にみられた。 

学校からの児童保護の照会  減少 3 研究（フロリダ 1 研究とイギリス 2 研

究）で学校閉鎖とロックダウンによる影

響が報告された。 

児童保護の相談   

児童虐待相談率(2020 年、2021年）     

減少 

減少 

 

8.32％（95％CI：-13.32,-3.02 

 

 

 

 

 

 

虐

待

関

連 

病院における虐待対応の総事例総

数（2020年） 

病院からの児童相談所への報告件

数（2020年） 

増加 

 

増加 

5％（COVID 前 vs 後：5,880 件 vs6,176

件） 

64.2% 

児童虐待の重症例  

病院における身体的に重度な児童

虐待の報告実数（2020年） 

虐待による頭部外傷 

虐待/ネグレクトを背景とした中学

以降の自殺事例実数 

ネグレクトを背景とした幼児の事

故の実数  

被虐待児症候群の実数    

増加 

同程度 

 

増加 

増加 

増加 

増加 

 

COVID前 vs後：345件 vs326 件 

 

497.0％ 

 

 

プール有病率 

身体的虐待：18％（95％CI:10,29） 

― 失業率と身体的虐待（b=0.09, p<0.05） 

失業率と心理的虐待（b=0.03,有意差な
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

心理的虐待：39％（95％CI:25,56）     し） 

身体的虐待:5.3% 

感情的・身体的ネグレクト：1.8％

-26.7％ 

怒鳴り声やきつい言葉 

11.9-33.3％ 

― 子どもの虐待や子どもの精神的/行動的

問題とパンデミックに関連した親の仕

事や経済的問題に正の関係が認められ、

親の精神的健康問題、子育ての実践、家

族関係の相互作用によって媒介または

緩和されることが示された。在宅勤務は

比較的社会経済的地位の高い家族にお

いて、育児の暖かさや親子関係の強化に

正の関連がある。 

身体的虐待:0.1%-71.2%、 

心理的虐待:4.9％～61.8％ 

ネグレクト:7.3％～40％ 

性的虐待:1.4％～19.5％     

― 危険因子：ロックダウンとその副作用 

 

家族による虐待行為：20％ 

親からの虐待の報告：約 20％ 

― 危険因子（OR、95％CI):スクリーン時間

の長さ（1 日 6 時間以上）（1.44、1.05-

1.98）、母親のメンタルヘルス不良（K6＝

13以上）（2.23、1.71-2.89） 保護因子

（OR、95％CI)：共感を示すこと（0.51、

0.39-0.66）、肯定的な育児行動 

 

 

 

 

 

 

日

常

生

活

行

動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小児救急外来受診 

 

 

 

 

小児救急外来受診 

小児救急外来受診数 

 

 

小児救急外来受診数 

減少 

 

 

 

減少 

減少 

 

 

減少 

平均変化率 

COVID-19 ： 63.86 ％ （ 95 ％ CI: 

60.40,67.31） 

SARS: 36.1％～47％ 

25研究すべてで減少 

大都市の緊急事態宣言によりその非対

象地域の小児救急外来患者の受診数は-

15.1人(95%CI: -27.8, -2.44) 

受診者数は最大 80％減少し、全調査期間

で約 40％減少 

プライマリーケアの利用  

小児外来受診 

 

 

 

 

減少 

減少 

 

2020年 5月に 51％の減少  

2020 年に 24.4％減少 0-5 歳児を対象

とした研究において医療費の減少とと

もに報告された 

眼科受診 減少 平均減少率 67.32％  

小児予定外外来受診 減少 2020 年 3 月から 7 月に COVID-19 前の-

2SD以下を下回った  

   

受診控え 

 

減少 2020年に約半数、 

2021年に 14.3％に減少 

休校期間中に障害をもつ子どもにおい

ても報告された 

健診控え ― 6.7％が健診を避けていると回答 COVID-

19に関する情報源が雑誌で高く、公的ウ

エブサイトで低かった。 
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日

常

生

活 

行

動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワクチン投与量  

 

 

 

 

減少 2020年 3月と 4月に最も顕著であった。

その後、年齢層でワクチン接種のキャッ

チアップが観察されたが、乳幼児では増

加しなかった。 

スクリーンタイム 増加 84 分/日増加、パンデミック前は 162 分

/日 

COVID 前 vs 後 ： 0.7~2.8 時 間 / 日

vs2.4~6.9時間/日 

近視の危険因子 OR 4.56(95% CI:4.45, 

4.66） 

スクリーンタイム 変化なし 横断研究のデータ 

スクリーンタイムの遵守率 減少 学年および性別別の減少率： 

-1.7%～-3.5%  

COVID-19前 vs後：27％vs19％   

ソーシャルメディアの使用  増加  

屋外時間  減少 COVID前 vs後：1.1~1.8間/日

vs0.4~1.0時間/日 

近視の危険因子 OR -1.82, 95% CI : -

2.87, -0.76  

座位時間  増加 パンデミック前 vs後：平日 164分 vs174

分、週末 175分 vs197分  

身体活動時間の変化率  

身体活動時間  

減少 

減少傾向 

-20％（90％CI:-34％, -4％） 

Fischer’s z -0.08 (95%CI: -0.27, -

0.12、 

p > 0.05)    

身体活動時間  

身体活動時間  

身体活動時間  

減少 

増加 

変化なし 

 

学校再開後 

比較的サンプル数の少ない研究 

中強度の身体活動レベル 

中強度および軽度の身体活動時間 

身体活動量の大きい遊びの減少  

減少 

 

減少 

減少 

-32% (90% CI: -44% , -16%)、1日 17分

の減少に相当    

WHOの身体活動推奨値を満たす割合  減少 移動制限前 vs後：46.4％vs19.5％ 

運動意欲を感じている割合  ― 8割以上  

睡眠時間  

 

睡眠時間  

睡眠時間 

睡眠時間  

睡眠時間 

増加 

 

増加 

減少 

減少 

変化なし 

パンデミック中：0.33 (95%CI: -

0.07,-0.60) 

休校中、62％が増加したと回答 

学校再開後：-0.94 (95％CI: 0.91, 

0.97) 

パンデミック中 

横断データのみ 
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

日

常

生

活

行

動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縦断データでは減少したが、年齢、就学

の影響も考えられた 

睡眠の推奨を満たしていない子供

の有病率 

― 49％（95％CI: 39, 58） 

就寝時刻 

 

 

 

起床時間 

遅延 

 

 

 

早い 

対象：9-15歳 

0.78（95％CI: -0.33, 1.22） 

休校中、51％が遅くなったと回答 1

（95％CI:1.0,1.1) 

睡眠効率 低下傾向 0.54（95％CI :-0.75,-0.33） 

電子機器の使用の増加は、睡眠の質の低

下と関連していた 

寝つきや寝起き 悪化 休校中、40％が朝起きるのが困難と回答 

睡眠問題 増加 自閉スペクトラム症や注意欠陥多動性

障害（夕方型）のような神経行動障害を

持つ小児 

食行動 改善傾向 7つの研究で健康的な食行動、3つの研

究で不健康な食行動、5つの研究で結果

が一貫しなかった。 

気分障害と食の大きな変化、経済的に低

いグループと不健康な食行動に相関が

みられた。 

1 日 2 回以上バランスの良い食事を

とれている割合 

減少 非常事態宣言中（学校閉鎖中） 

低所得世帯で特にリスクが高く、食事

をする時間、心理的余裕、経済的余裕

のない割合が高かった。 

食事バランスと規則正しい食事時間が

関連していた 

朝食を抜く 

1日 3食食べる 

増加 

減少 

休校中 

チアミン、ビタミン B6、カリウム、

果物、乳製品の摂取 

砂糖（食品として）、菓子類、甘味飲

料の摂取 

増加 

減少 

学校再開後  

効果量（Cohenの d：0.20-0.30）は小さ

かった 

菓子や甘い飲み物、インスタント食

品の摂取 

増加 非常事態宣言中 

世帯収入が低い群は高い群に比べて高

かった。 

食事における間食量 

食生活の乱れ（ながら食べ、だらだ

ら食べ） 

増加 
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

 

 

日

常

生

活

行

動 

 

外食が減った：63.1％ 

中食が増えた：24.1％ 

共食が増えた：31.2％ 

減少 

増加 

増加 

小学 4-6年生の生活変化 

1歳児の保育所における食育環境 

間隔を空ける、会話を少なくする 

給食中に会話ができるよう環境に

配慮 

―  

緊急事態宣言中 

緊急事態宣言から半年後 

食育ではマスクよりフェイスシールド

が善処 

母乳育児の割合 判断困難 パンデミックの影響を受けたというエ

ビデンスに一貫性はなかった。ｇ-44 

母乳育児意図 減少傾向 COVID 前 vs 後：82.2％vs75.6％ p＝

0.120） 

正の相関：5 ステップ全てのサポートを

受けること(aOR 4.51、95% CI:1.501, 

13.61) 

負の相関：無料の粉ミルクまたは無料キ

ャンペーンの招待の受け取り (aOR 

0.43、 95% CI :0.19, 0.98)。 

学習進歩 鈍化 通常学年の約 35％の学習量の損失 

プール効果量 d = -0.14、95％CI: -0.17, 

-0.10 

1日の生活  

子ども間の関係性 

勉強が理解できずに集中できない 

変化 学校閉鎖、小学 4年生 

援助希求行動  

頭痛・片頭痛などの医師への相談：

30％ 学業での悩みに関する援助

希求行動：70％ 

変化なし  

親

子

・

家

族

関

係 

親子のスキンシップ頻度 

授乳、顔同士の密着               

家族で過ごす時間  

変化なし 

― 

増加 

最も多い回答だった。 

他と比べて減る傾向であった 

肯定的な育児行動：80％以上  増加 親子関係の改善と週 1回以上の親子運

動（6-12歳）、月 1-2回の親子運動

（13-18歳）が関連していた。 

虐待の保護因子であった。 

 口腔症状、機能的制限、感情的幸福、

社会的幸福、身体的・心理社会的健

康  

健康関連 QOL  

低下 

 

悪影響 

スポーツをしない人の方が心理社会的

スコアが低かった。 

3研究で低下、2研究で変化なし、1研究

でスコアは低下したが、P 値は報告がな

かった。 

 QOL   変化なし 対象：小・中学生 
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 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

 Well-being（WHO-5-J） 

活動性、活力・関心 

休息 

 

低下 

改善 

 

 予防行動遵守率： 

手指衛生：76～89％ 

フェイスマスク着用：60～88％ 

身体的距離：31～87％       

― 若年成人と比較して COVID-19 予防行動

の実践が不十分であり、その効果は小～

中程度であった（SMD= -0.25、95％CI: -

0.41, -0.09）予防行動との行動相関：性

別（r =0.14、95％CI : 0.10, 0.18）、知

識、態度（r = 0.26、95%CI : 0.21, 

0.31）、知覚された重症度（r = 0.16、

95%CI : 0.01, 0.30） 

 帰宅時手洗い：76.2％ 

マスク着用：68.9％ 

― 対象：園児 

 基本的な感染防止対策: 

マスク、外出自粛、手洗い、接触回

避、規則正しい生活、周囲との距離、

換気  

― 対象：中学生 

 マスク着用による不快感・負担（暑

さ、息切れ、頭痛、発汗増加、耳の

痛み、苦しい等） 

 

― 

 

ただし、マスクの適応と受容性は、年齢

層と臨床状態によって変化する。 

 マスク着用による外出困難 

マスク着用中の他者の感情への言

及困難  

― 対象：自閉症スペクトラム障害児 

 COVID-19に対する不快感や怖れ   

誰かに話を聞いてもらいたい 

― 

 

 

 

 子どもたちの懸念： 

COVID-19 が家族に感染すること

（78.2％） 

友達に会えないこと（74.3％） 

子どもたちの需要・困窮： 

学校の再開 

教育における格差 

健康情報へのアクセス 

遊んだり友だちに会ったりするた

めの代替手段 

参加や意見を聞くこと 

―  

 成人と比較した COVID-19 に対する

感受性： 

小児（10歳未満）は低い 

青年と高校生は同程度 

地域や家庭と比較した小児の感染

リスク（OR）： 

学校：0.53 (95％CI: 0.38, 0.75） 

低下  

 

 

 

教育環境にある小児の感染リスクは地

域社会よりも低かった。 



33 

 

 アウトカム 影響の 
方向性 備考 

年齢別 

10 歳未満の小児：0.45 (95％CI: 

0.39, 0.51） 

青年及び高校生：0.63 (95％CI: 

0.56, 0.72） 

 無症状の小児でもウイルス量を持

つ可能性はあるが、学校や幼稚園の

開放が高齢者の COVID-19 死亡率に

影響を与える可能性は低いと考え

られた。 

―  

 中国本土、香港、シンガポールで発

生した SARS流行の抑制 

― 学校閉鎖が寄与しなかった。 

SARS のモデリング研究では相反する結

果が得られた 

 COVID-19流行  ― COVID-19 モデリング研究で学校閉鎖だ

けでは死亡の 2-4％しか防げず、他の社

会的距離を置く介入よりもはるかに少

ないと予測された。 

 家庭内プール 2次感染率 

小児インデックス症例：0.20（95％

CI: 0.15, 0.26） 

小児接触者：0.24（95％CI: 0.18, 

0.30）      16.8％（95％CI: 

12.3, 21.7)   

― 

― 

 

― 

 

小児接触者の家庭内プール 2 次感染率

は成人接触者の 28.3％（95％CI:20.2, 

37.1)と比較して低かった。 

SARS-CoV-2家庭内二次感染率（大人を含

む）は、症候性指標症例（18.0％、95％

CI: 14.2, 22.1）が無症候性指標症例

（0.7％、95％CI: 0, 4.9）より高かっ

た。 

 成人と比較した家庭内伝播性の相

対危険度（RR） 

小児のインデックス症例： 0.64

（95％CI: 0.50, 0.81) 

小児接触者：0.74 (95％CI: 0.64, 

0.85) 

小児家庭内 2次感染率  

 

    

 

 

増加 

 

 

 

ワイルド：0.20、アルファ：0.42、デル

タ：0.35、オミクロン：0.56 

 学校での接触ごとの感染確率：約 

0.005（接触ごとに 0.5%） 

―  
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採択文献リスト：国外文献（システマティックレビューおよびメタ解析） 

第一著者（発行年） 国・地域 
研究デザイン                                                                            

研究期間 

Stracke M.（2023） 北米、ヨーロッパ、アジア 保護者（N=86658）、0～21 歳の子ども（N=82312） 2020年～2022年 5月 

Penna AL. (2023) 
アメリカ、中国、イタリア、他
（35か国） 

母親および/または養育者、ならびに 0～10歳の子どもた
ち 

2020年 1月～2021年 6月 

Kandiah T. (2023) 
インド、イタリア、アメリカ、
他（4か国） 

19歳未満の患者 2020年～2021年 3月 

Jackson D. (2023) 
アフリカ諸国、ヨーロッパ、南
北アメリカ地域、他（81か国） 

新生児、小児、母親 2020年 1月～2022年 5 

Anderson LN. 
(2023) 

アメリカ、イタリア、インド、
他（29か国） 

18 歳未満の子ども（体重変化：n=432971、BMI 変化：
n=284611、肥満の有病率の変化：n=483951） 

2020 年 1 月～2021 年 11
月 

Betthäuser BA. 
(2023) 

アメリカ、イギリス、ヨーロッ
パ諸国、他（15 か国） 

5~18歳の学齢児童 2020年～2022年 8月 

Or PPL. (2023) アメリカ、中国、他（９か国） 
10～18 歳の青年（N＝11100）、親/介護者（N＝9144）親
子（父親/介護者と 10～16歳の男子）（N＝7927） 

2020年～2022年 

Larouche R. (2023) 
アメリカ、オーストラリア、オ
ランダ他 

0～17歳の子ども        2021年 3月、2022年 7月 

Abounoori M.   
(2023) 

中国、他（7か国） 18歳未満の子ども（調査３時点：N=5381、N=11971、N=7530） 2022年 5月以前 

Chaabna K. (2022)  33か国 
18 歳未満の子ども（調査３時点：N=12388、N＝3185、
N=23033） 

2020年 1月～2022年 4月 

Huang N.  (2023) アメリカ、中国、他 
18 歳未満の子ども、または未成年の子どもを持つ親（各
研究の N＝53～844227） 

2020年 1月～2022年 8月 

Lee H. (2023) 
アメリカ、中国、日本、他（9か
国） 

18 歳未満の子どもの親、または 18 歳未満の子ども
（N=14360） 

2020年 1月～2021年 2月 

Deng J. (2023) 
西太平洋地域、ヨーロッパ地
域、北南米地域、他 

小中学生または 18 歳以下（N=1389447）、うつ症状
（N=524417）、不安症状（N=1241604）、睡眠障害（N=104219） 

2020 年 1 月～2022 年 10
月 

Han Y. (2022) 
イタリア、スペイン、他（11か
国） 

18歳未満の小児 1型糖尿病患者（N＝2106） 2019年 1月～2021年 9月 

Yoon SH. (2022) 韓国、アメリカ 18歳以下 2022年 8月 5日 

Adesanya AM. 
(2022) 

アメリカ、カナダ、イギリス、
日本、他 

妊娠中と 0~5歳の幼児期 2020年 3月～2021年 3月 

Yonemoto N. (2023) 
中国、アメリカ、オーストラリ
ア、他 

子どもと青年、成人 2022年 5月 
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第一著者（発行年） 国・地域 
研究デザイン                                                                            

研究期間 

Ahn SN. (2022) アメリカ、ヨーロッパ 6～19歳の子どもと青年（N＝20509） 2022年 3月 

Newlove-Delgado T. 
(2023) 

カナダ、イギリス、他 ベースライン時の平均年齢 18歳以下の子どもと青年          2019年～2022年 2月 

Saulle R. (2022) 
アメリカ、日本、オーストラリ
ア、他 

COVID-19 に関連する理由で「出席」停止または遠隔授業
を受けている子ども・青少年・若者（N=27787） 

2022年 1月 

Madigan S. (2022) アジア、ヨーロッパ、北米、他 18歳以下の子どもと青年（N＝29017） 2022年 4月～5月 

Alamolhoda SH. 
(2022) 

アメリカ、中国、イギリス、他 13~19歳の青年 
2020 年 5 月～2022 年 12
月 

Hessami K. (2022) アメリカ、中国、他 
生後 12ヵ月までの乳児 
（N＝21149（パンデミック前：n=9981、パンデミック中：
n=11438）） 

2022年 3月 

Rugg-Gunn CEM. 
(2022) 

アメリカ、イタリア、他（47か
国） 

18歳未満の 1型糖尿病新規発症患者（N＝188637） 
2011 年 1 月～2021 年 11
月 

Li M. (2022) 中国、トルコ  6～17歳の子ども（N＝6327） 2019年 1月～2022年 3月 

Roland D. (2023) 
アメリカ、イタリア、イギリス、
日本、他 

18歳未満の子ども 不明 

Balestracci B. 
(2023) 

記載なし 0～17歳の子ども、成人 1995年～2022年 1月 

Liang H. (2022) 記載なし 小児（パンデミック前：n=739、パンデミック後：n=401）  2020年 1月～2021年 9月 

Kaubisch LT. 
(2022) 

中国、イタリア、他 18歳未満の子どもと青年、18歳以上の保護者（N=27322） 2021年 6月 

Brakspear L. 
(2022) 

ヨーロッパ、中東、アジア、他 18ヵ月～18歳の子どもと青年（N=125 286）  2021年 3月、2021年 12月 

Cheng CW. (2022) イタリア、アメリカ、日本、他 小児救急患者 
2019 年 11 月～2021 年 11
月 

Richter SA. (2023) 中国、イタリア、日本、他 0～18歳の子どもと青年 2020年～2021年 

Di Fazio N. (2022) ヨーロッパ 子ども 2021年～2022年 6月 

Yang Z. (2022) 中国、トルコ、他 19歳未満の子どもと青年（N=404177） 
2019 年 12 月～2022 年 3
月 

Cortés-Albornoz 
MC. (2022) 

アジア、ヨーロッパ、アメリカ 子ども 2020年～2022年 1月 
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第一著者（発行年） 国・地域 
研究デザイン                                                                            

研究期間 

Braga PP. (2022) アメリカ、アジア、ヨーロッパ 18歳未満の子ども 2020年 7月、8月 

Rahmati M. (2022) ヨーロッパ、他 1型糖尿病を新規発症した子ども 2022年 3月 

Neville RD. (2022) ヨーロッパ、北南米、他 3～18歳以下の子ども（N=14216） 2020年 1月～2022年 1月 

Steeg S. (2022) 高所得国 青年 2020年 1月～2021年 9月 

La Fauci G. (2022) アメリカ、イタリア、中国、他 
0～18 歳の患者（体重と生活変化：n=40～274,456、過体
重/肥満による入院のリスク：n=48～30527） 

2019 年 12 月～2021 年 12
月 

Yang F. (2022) 中国、アメリカ、イタリア、他 子どもまたは青年（N=17385） 2020年 1月～2021年 5月 

Li F. (2022) アジア、ヨーロッパ、他 6～20歳の子どもと青年 2020年 1月～2021年 2月 

Hawco S. (2022) ヨーロッパ、北南米、他 
早産、死産、低出生体重児、新生児集中治療室（NICU）入
室 

2021年 5月 

Pallavicini F. 
(2022) 

ヨーロッパ、アジア、北米、他 子どもと青年（N=16726~392877）   
2019 年 12 月～2022 年 1
月 

Cui X. (2022) 
中国、ポーランド、ギリシャ、
他 

18歳未満（N=4141） 2021年 11月 

Chen F. (2022) 
アメリカ、中国、日本、他（18
か国） 

N=1153693（成人： n=834613、子ども：n=319080） 2022年 4月 

Alfayez OM. (2022) ヨーロッパ、他 
1 型糖尿病小児患者（パンデミック前：n=37174、パンデ
ミック中：n=27812） 

2021年 12月 

Lignou S. (2022) イギリス、他 0~18歳の慢性疾患患者  2023年 3月～2021年 8月 

Cinar N. (2022) 記載なし COVID-19感染の疑いまたは確定した母親の乳児（N=410） 2019年 11月～2020年 

Wesołowska A. 
(2022) 

イタリア、アメリカ、日本、他 産科における妊娠中の管理、周産期診療の調査 2020年 3月～2021年 5月 

Oliveira JMD. 
(2022) 

中国、他（9か国） 18歳以下の子ども（N=35543） 
2020 年 10 月～2021 年 2
月 

Wunsch K. (2022) 
スペイン、アメリカ、日本、他
（14か国） 

健常人（N=119094）、0～19歳の子ども 2021年 10月 

Marciano . (2022) アジア、ヨーロッパ、他 
10～24歳（平均年齢 17.8歳）（ソーシャルメディアの使
用：n=9875、メディア中毒：n=10729） 

2021年 9月 

Camacho-Montaño 
LR. (2022) 

イタリア、他 12歳以下の子ども（N=7960） 2020年 1月～2021年 3月 



37 

 

第一著者（発行年） 国・地域 
研究デザイン                                                                            

研究期間 

Jahrami HA. (202) 
中国、イタリア、インド、他（49
か国） 

一般集団、医療従事者、COVD-19感染患者（N=493475） 
2019 年 11 月～2021 年 7
月 

Pogorelić Z. 
(2022) 

記載なし 18歳未満の精巣捻転患者（N=711） 2021年 8月 

Kharel M. (2022) 
イタリア、アメリカ、他（35か
国） 

19歳以下の子どもと青年 
2019 年 11 月～2021 年 12
月 

Viner R. (2022) 
イギリス、中国、イタリア、日
本 

19歳以下の子どもと青年（N=79781）、保護者（N=18028）  2020年 9月 

Runacres A. (2021) ヨーロッパ、アジア、北米、他 子ども (11.5 ± 2.3 歳)（N=16214） 2020年～2021年 1月 

Yang J. (2022) 
アメリカ、中国、イスラエル、
日本、他 

妊娠数（パンデミック期：n=1843665 、パンデミック前：
n=23564552）  

2021年 8月 

Köhler F. (2021) 15か国 18歳未満の虫垂炎症例 2021年 2月 

Chang TH. (2021) 
イタリア、アメリカ、他（8 か
国） 

子どもと青年 2021年 10月 

Yang Z. (2022) イタリア、アメリカ、他 19歳未満の子どもと青年 
2019 年 12 月～2021 年 6
月 

Rapp A. (2021) アメリカ、イギリス、他 児童虐待件数 2020年 12月 

Marmor A. (2023) アメリカ、他 児童虐待件数 2020年 3月～10月 

Samji H. (2022) 
ヨーロッパ、東アジア、北米、
他 

19歳未満の子どもと青年（N=127923） 2020年 1月～2021年 2月 

Kourti A. (2023) 
北米、ヨーロッパ、アジア太平
洋地域、アフリカ 

小児を含むあらゆる年齢層 2022年 7月 

Uphoff EP. (2021) 中国、他 成人および小児 2020年 7月、8月 

Irfan O. (2021) 
アメリカ、中国、イギリス、日
本、他 

10 歳未満の小児および 10~19 歳の SARS-CoV-2 感染と濃
厚接触が疑われる二次感染 

2019 年 12 月～2021 年 4
月 

Paterson DC. 
(2021) 

中国、アメリカ、カナダ、他（40
か国） 

5～17歳の学齢児童 
2020 年 11 月～2021 年 1
月 

Sharma M. (2021) カナダ、中国、イタリア、他 
健康な子どもと青年、自閉症スペクトラムをもつこども
と青年（N=1864~14121） 

2020年 10月 

Ma L. (2021) 中国、トルコ 18歳以下の子どもと青年（N=57927）  
2019 年 12 月～2020 年 9
月 

Cunning C. (2022) トルコ、他 21歳以下の子どもと若者 2021年 1月 
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第一著者（発行年） 国・地域 
研究デザイン                                                                            

研究期間 

Yang J. (2021) 
アメリカ、イスラエル、中国、
日本、他 

妊娠数（パンデミック期：n=1677858 、パンデミック前
n=21028650 ）            

2021年 5月 

Nobari H. (2021) ドイツ、他 4～18歳の子どもと青年（N=3177） 2021年 2月 

Vassilopoulou E. 
(2021) 

中国、イタリア、他 COVID-19に感染した授乳中の女性 2020年 12月 

Chmielewska B. 
(2021) 

アメリカ、イスラエル、他 妊娠数に関する文献                     2020年 1月～2021年 1月 

Jones EAK. (2021) 中国、アメリカ、カナダ、他 13～17歳の青年（N=40076） 2019年～2021年 1月 

Papapanou M.(2021) 
アジア、ヨーロッパ、アメリカ、
他 

SARS-COV2 感染が RT-PCR で確認または疑われた妊娠中ま
たは最近妊娠した（産後、中絶後、流産後）女性 

2020年 9月 

Panda PK. (2021) 中国、イタリア、他 0～18歳の子どもと青年（N=22996）  
2019 年 12 月～2020 年 8
月 

Madewell ZJ. 
(2020) 

中国、韓国、アメリカ、他 家庭内 2次感染（N＝77758）  
2020 年 10 月～2021 年 2
月 

Nearchou F. (2020) 中国、イタリア、他 18歳以下の子どもと青年（N=12262） 2020年 6月 

Ludvigsson JF. 
(2020) 

記載なし 子どもによる感染伝播 2020年 5月 

Viner RM. (2020) 中国、シンガポール、他 パンデミックと休校の影響の評価 2020年 3月 

Rogers, MA（2023） 
イタリア、スペイン、アメリカ、 
日本、他、（10 か国） 

3～18歳の子ども（N=6491） 2022年 11月 

Wang, SF （2022） アメリカ、他 8歳～Grade12の子どもと青年 2021年 11月 6日 

Harrison, L 
（2022） 

アフリカ、アメリカ、 ヨーロッ
パ、東南アジア、東地中海、西
太平洋（6地域） 

子どもと青年（平均年齢 0～19歳）（うつ：n=161673、不
安：n=143928） 

2019 年 12 月～2022 年 1
月 

Watcharapalakorn, 
（2022） 

中国、トルコ、アルゼンチン 5～18歳の子どもと青年（N=773797） 2021年 10月 

Racine, N （2021） 
東アジア、ヨーロッパ、北米、
他 

18歳以下の子どもと青年（N=80879） 2020年 1月～2021年 2月 
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採択文献リスト：国内文献 

  方法     

第一著者（発行年） 
対象者 
（年齢・対象者数） 

研究デザイン 調査方法・調査年 

柳本 嘉時 （2022） 心身症・ 発達外来を受診した 7～18歳の患者 (N=331) 横断研究 質問紙調査・2020年 4月～ 5月 

三浦 彩乃（2023） RSウイルス感染入院児(2019年：n=69、2021年：n=71） 横断研究（複数時点） 
電子診療録・2019年 1月～12月、2021
年 1月～12月 

後藤 美佳（2022） こども園児の保護者（N=767） 横断研究 質問紙調査・2021年 2月～3月 

青山 翔. (2023） 小学 5年生(2019 年：n=38、2021年：n=50） 縦断研究 
2017 年 6 月、2019 年 6 月、2021年 6
月   

牧村 美佳（） 6歳以上 18歳未満（N=59） 横断研究（複数時点） 
2019 年 3 月～2020 年 2 月、2020年 2
月～6月 

藤 本  万 友 佳 . 
(2022) 

救急外来を受診した 15 歳未満の患者（調査３時点：
N=1255、N=2462、N=1207） 

横断研究（複数時点） 
2020 年 7 月～2021 年 1 月、2021年 1
月～6月 

上紙 真未. (2022) RSウイルス報告患者数（10歳未満） 横断研究（複数時点） 
2016年（うち 15週）～2022年（うち
14週）、2020年（うち 15週）～2022
年（うち 14週）    

秋元 秀俊. (2022) 
全国 26 都道府県の 58 歯科診療所の 0～19 歳の初診患
者（2020年：n=3595 、2018年・2019年：n=8571） 

横断研究（複数時点） 2018年、2019年、2020年 

溝口 史剛. (2022) 虐待可能性の高い小児科入院患者（358施設） 横断研究 質問紙調査・2019年、2020年 

関 耕二. (2022) A県の小・中・高校生（N=1161） 横断研究（複数時点） 2019年、2020年 

大西 良. (2022) 
B 県の小学校 5～6 年生と中・高等学校に通う児童生徒
（N=3479） 

横断研究 質問紙調査・2020年 7月～10月 

山 田  弥 生 子 . 
(2022） 

3県の高等学校生徒運動部員（N=2010）  横断研究 質問紙調査・2020年 7～11月 

小 山  史 穂 子 . 
(2022) 

A県の 18歳以上（N=12461） 横断研究（複数時点） 
質問紙調査・2020 年 6 月、2021 年 6
月 

加藤 明裕. (2022) 20歳未満の救命救急センター搬送患者（N=2657 横断研究（複数時点） 
2018 年 1 月～2019 年 12 月、2020 年
1月～12月 

杉浦 宏季. (2022) 小・中学校に通う児童・生徒の保護者（N=5619） 横断研究 質問紙調査・2020年 7月 

青山 翔. (2022) 5歳児（N=84） 横断研究（複数時点） 
2018年、2019年、2020年（いずれも
11月） 
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  方法     

第一著者（発行年） 
対象者 
（年齢・対象者数） 

研究デザイン 調査方法・調査年 

平野 有紀. (2022) 受診または予防接種を受けた 0～6歳の児の保護者（N=75） 横断研究 
質問紙調査・2019 年 4 月～2021 年 7
月、2020 年 10 月～11 月、2020 年 12
月～2021年 8月 

Katsumata, N. 
(2021) 

A県の小児入院施設で川崎病と診断された小児（N=633） 横断研究（複数時点） 
2015 年 1 月～2020 年 2 月、2020年 2
月、2020年 3月～2020年 11月、2013
年～2019年 

仲野 敦子. (2022) 
A 県こども病院で滲出性中耳炎の治療目的に鼓膜換気チ
ューブ留置術を施行した症例（N=105）               

横断研究（複数時点） 
2019 年 4 月～2020 年 3 月、2020年 4
月～2021年 3月           

松田 香織. (2022) 中学校に在籍する 1～3年生（N=153） 横断研究・質的研究 質問紙調査・2021年 9月 

加治佐  めぐみ . 
(2022) 

NICU/GCUで活動している 心理士（N=63） 横断研究・質的研究 質問紙調査・2020年 4月～11月 

蟻川 麻紀. (2022) 周産期医療機関（N=67） 横断研究 質問紙調査・2020年 2月～11月 

野田 聖子. (2022) 小学校 4～6年生の児童（N=141） 横断研究 質問紙調査・2020年 11月 

宗 由里子. (2022) 小学 4年生の母親 （N＝27）   質的研究 質問紙調査・2020年 7月～8月 

原子 純. (2022) 保育所の保育者（N=3） 横断研究（複数時点） 2020年 7月、11 月 

福岡 勝志. (2022) 
調剤薬局で応需した睡眠薬，抗不安薬，抗うつ薬の処方箋
数（0～19歳） 

横断研究（複数時点） 
処方箋データベース・2018 年 1 月～
2020年 12月 

鈴木 瑛貴. (2022) 3-6 歳の幼児の保護者（N=227） 横断研究 質問紙調査・2021年 2月～3月 

坂本 達昭. (2022) 保育所等に在籍する 3～5歳児の保護者（N=589） 横断研究 
質問紙調査・2020年 1月～2月、2020
年 4月～5月 

山田 祐也. (2022) 
肢体不自由児特別支援学校 1 校に在籍する児童生徒の保
護者（N=63） 

横断研究 質問紙調査・2020年 11月 

国 藤  ゆ か り . 
(2022) 

小学 3～6年生（N=378） 横断研究 質問紙調査・2020年 5月 

Nakajima R. 
(2021) 

小学生（N=550）   横断研究（複数時点） 2019年 4月、2020年 6月 

川端 良介. (2022) 高等専門学校生（N=404） 横断研究 質問紙調査・2020年 6月 

中村 葉. (2021) 小学生 1～6 年生（4年間経過観察した学童）（N=387） 横断研究（複数時点） 
2017年～2018年、2018年～2019年、
2019年～2020年 

岩崎 正則. (2021) 高校 1,2年生（N=878） 縦断研究 2019年、2020年 
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  方法     

第一著者（発行年） 
対象者 
（年齢・対象者数） 

研究デザイン 調査方法・調査年 

井田 裕子. (2021) 
休校期間中の A 県中学校 1 年生(n=165)および保護者
(n=40) 

横断研究 質問紙調査・2020年 3月 

井ノ口  美香子 . 
(2021) 

小中学校の男子児童生徒（N=13908） 横断研究（複数時点） 2015年～2019年、2020年 

長島 由佳. (2021) 小中学校の児童生徒（N=20041） 横断研究（複数時点） 2015年～2019年、2020年 

大坪 健太. (2021) 小学 1～6年生（N=2341） 横断研究 質問紙調査・2020年 10月～12月 

安藤 弘行. (2021) 
A市小中高校生（小学校 5・6 年生：n=233、中学生：n=250、
高校生： n=396）       

横断研究 質問紙調査・2020年 10月 

小山 祥子. (2021) 幼稚園の保護者（N=171） 横断研究 質問紙調査・2020年 6月 

近澤 幸. (2021) 乳幼児（0歳～就学前）  文献検討 文献検討・2019 年～2020年 10月 

福政 宏司. (2020) 
A病院小児救急受診者（2020年：n=11875、2019年：n=19576、
22018年：n=17548） 

横断研究（複数時点） 
電子診療録・2018 年、2019 年、2020
年（いずれも 1月～7月） 

Matsuda F. (2023) A県在住の 15歳未満の患者(N＝137) 横断研究（複数時点） 
病院データベース・1999年 1月～2021
年 12月 

Yuki A. (2023) B市内幼稚園に在籍する 3～5歳児童（N=593） 横断研究（複数時点） 2015年～2019年、2021年 

Seposo X. (2023) 
月別児童（18 歳未満）虐待相談件数（年間平均相談件数
＝182） 

横断研究（複数時点） 
厚生労働省のデータ・2019 年、2020
年、2021年 

Kubo T. (2023) 12～15歳の中学校生徒（N=952） 横断研究 質問紙調査・2021年 7月 

Katsuki M. (2023) 6～17歳の A市内の小・中・高校の生徒（N=2489） 横断研究 
質問紙調査・2022年 4月 ～ 2022年
8月 

Sugimoto M. 
(2023) 

8～15歳の小学校 3～6年と中学生（N=4804） 横断研究 
質問紙調査・2020 年 6 月、2020 年 7
月～2021年 2月 

Tanaka C. (2023) 5～6歳児（調査３時点：N=63、N=49、N=16） 横断研究（複数時点） 
2019年 10月～11 月、2020年 10月～
11月 

Kimura S. (2022) 
6～15歳の睡眠障害の受診患者（n=208（11.73±3.24 歳）、
n=155（11.45±3.30 歳）） 

横断研究（複数時点） 
医療記録・2019年 4月～2020年 6月、
2020年 6月～2021年 5月 

Koga T. (2023) 6～18歳の子どもの保護者（N=2960） 横断研究 
インターネット調査・2020年 8月～9
月 

Ota K. (2022) Ａ県で救急搬送された 15歳未満の小児患者（N=102473） 横断研究（複数時点） 2018年 1月～2020年 12月 
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  方法     

第一著者（発行年） 
対象者 
（年齢・対象者数） 

研究デザイン 調査方法・調査年 

Matsuyama Y. 
(2022) 

A区の小学生 4年生、6年生（COVID-19非暴露コホート：
n=399、COVID-19 暴露コホート：n=3082） 

横断研究（複数時点） 
歯科検診および質問紙調査・2016年、
2018年、2020年 

Ohno Y. (2023) 小・中・高校生相当の子ども（N=1140） 質的研究 質的調査・2020 年 9月～10月 

Kidokoro T. 
(2023) 

小学 5 年生と中学 2 年生（小学 5 年：n=8490558、中学 2
年：n=8157141）  

横断研究（複数時点） 
体力調査データ・デミック前：2013年
～2019 年 パンデミック中：2019 年
～2021年 

Ae R. (2022) 川崎病患者（N=28520、年齢中央値：26[14-44]ヵ月） 横断研究（複数時点） 2019年 1月～2020年 1月 

Maki Y. (2023) 
A地域での単体妊娠（パンデミック前：N=5762、パンデミ
ック： N=1650） 

横断研究（複数時点） 
医療記録・2017年 1月～2019年 1月、
2－2－年 3月～2021 年 2月 

Kasuya F. (2023) RSウイルス陽性の乳幼児（N=51）  横断研究（複数時点） 遺伝子解析・2016年～2021年 

Yamaguchi H. 
(2022) 

A病院受診患者（子ども、成人含む） 横断研究（複数時点） 
病院検査データ・2010 年～2019 年、
2020年～2021年 

Ito T. (2022) 9～15歳の子ども（N=40） 横断研究（複数時点） 
健康診断データ・2018 年 1 月～2020
年 3月、2020年 6月～ 2022年 6月 

Tamon H. (2022) 
2 か所診療所における自閉症スペクトラム障害の子ども
と青年（平均年齢 11.6歳）（N=102） 

横断研究 
質問紙調査・2020年 11月～2021年 4
月 

Ohashi M. (2022) 産婦（2018年：n=5533、2019年：n=6257、2020年： n=5956）  横断研究（複数時点） 
診療記録・2018 年、2019年、2020年
（いずれも 10月～12月） 

Takeuchi H. 
(2022) 

8～17歳の子ども（N=36、平均年齢 11.3歳） 横断研究 質問紙調査・2020年 8月～11月 

Okuyama A. (2022) 0～19歳の子ども・青年 横断研究（複数時点） 
厚生労働省データ・2014年 1月～2021
年 3 月、2020 年 2 月～5 月、2020 年
7月～9月 

Ojio M. (2022) 2歳未満の子どもを持つ産後女性（N=5667） 横断研究 
質問紙調査・2021 年 7 月 28 日～8 月
30日（第 5波中） 

Hayano C. (2022) 9～15歳の慢性疾患患者の保護者（N＝286） 横断研究 質問紙調査・2020年 7月～8月 

Tada Y. (2022) 2～6歳の子ども（N=1850） 横断研究 質問紙調査・2021年２月 

Nagashima Y. 
(2022) 

2県の 6～14歳の小中学生（N=19565） 横断研究（複数時点） 学校健診・2015 年-2020年 

Abe T. (2022) 
A 市 3～5 歳の就学前児童（2019 年：n=608（21 施設）、
2020年：n=517（17施設）） 

横断研究 基礎運動能力測定・2019年、2020年 
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  方法     

第一著者（発行年） 
対象者 
（年齢・対象者数） 

研究デザイン 調査方法・調査年 

Kanamori D. 
(2022) 

15歳以下の急性虫垂炎で入院治療を受けた小児（N=147） 横断研究（複数時点） 
2017 年 1 月~2019 年 10 月、2020年 1
月～10月 

Ghaznavi C. 
(2022) 

15歳未満の感染症患者 横断研究（複数時点） 
国立感染症研究所データ・2012年 1月
～2021年 10月 

Nanishi K. (2022) 単胎出産数（N=484） 横断研究 
質問紙調査・2019 年 10 月～2020 年
3、2020年 3月～10月 

Inoue K. (2022) 0～19歳の自殺者数 横断研究（複数時点） 
警視庁データ・1994 年～1995 年（阪
神淡路大震災）、2019 年～2020 年
（COVID-19パンデミック） 

Yamaguchi S. 
(2022) 

全国 26 病院の小児および 16 歳未満の入院患者
（N=785495） 

横断研究（複数時点） 
診療データ・2017年 1月～2020年 11
月 

Naito T.  (2022) 0~14歳の子ども（N=3365） 横断研究 
質問紙調査（オンライン）JACSIS研究
のデータを使用・2020年 8月～9月 

Obata S. (2022) A病院で出生し入院した乳児（N=171） 横断研究（複数時点） 
医療記録・2019年 4月～2019年 9月、
2020年 4月～9月 

Kimiya T. (2022) 5～12歳の単症候性尿崩症患者（N=41） 横断研究（複数時点） 
医療記録・2018年 3月～6月、2019年
3月～6月、2020 年 3月～6月 

Tachikawa J. 
(2022) 

A県の突発性発疹症例数 横断研究（複数時点） 
国立感染症研究所データ・2016 年～
2019年、2020年 

Hagihara H. 
(2022) 

0～9歳の子どもの保護者（N=425） 横断研究（複数時点） 
質問紙調査・2020年 4月、2020年 10
月、2021年 2月 

Hyunshik K. 
(2021) 

B 県の 7 施設のチャイルドケアセンターに通う 3~5 歳
（N=591） 

横断研究（複数時点） 
計測および質問紙調査・2019年 10月、
2020年 10月 

Shiraki K. (2021) 小児の帯状疱疹新規症例 横断研究（複数時点） 
保健環境研究所データ・1997 年～
2020年 

Akaishi T. (2021) 
0~18 歳の COVID-19 患者と最近接触歴のある就学前/就学
前の非成人（N=3303）   

横断研究 2020年 7月～2021年 4月 

Kishida K. (2021) 6～15歳の子どもの保護者（N=1984） 横断研究 質問紙調査・2020年 11月 

Kumagai N. (2021) 0~5 歳の就学前児童 横断研究（複数時点） 
診療報酬データ・2020 年 1 月～2021
年 2月 

Adachi M. (2022) A市の 9～12歳の子ども（N=4224） 縦断研究 
質問紙調査・2019 年 9 月、2020 年 7
月、12月、3月 
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  方法     

第一著者（発行年） 
対象者 
（年齢・対象者数） 

研究デザイン 調査方法・調査年 

Yamaguchi H. 
(2021) 

16歳未満の喘息患者（N=7476） 横断研究（複数時点） 
臨床データベース、気象データ・2011
年～2019年、2020年 

Wakabayashi T. 
(2022) 

A県内の小児科外来受診患者 横断研究（複数時点） 2016年～2019年、2020年 1月～7月 

Shichijo K. 
(2021) 

B県小児救急病院の外来患者数、入院患者数、感染症診察
数、等 

横断研究（複数時点） 医療記録・2017年～2019年 2020年 

Takeda T. (2021) A市内 2 校の女子高校生徒（N=871） 横断研究 質問紙調査・2020年 12月、2019年 

Ito T. (2021) 6～7歳の子ども（N=110） 横断研究（複数時点） 
運動機能評価、質問紙調査・2018年 12
月～2020 年 3 月、2020年 5 月～2020
年 12月 

Kang Y. (2022) 
A 県内 22 施設の小児 RS ウイルス入院患者（2018 年：
n=1515、2019年：n=1465、2020年：n=161） 

横断研究（複数時点） 2018年～2019年、2020年 

Hangai M. (2022) 0~17歳の子どもの保護者または7~17歳の子ども（N=7541） 横断研究 質問紙調査・2020年 4月～5月 

Seo S. (2021) A県内の 3病院を受診した 15歳以下の患者（N=2880） 横断研究（複数時点） 医療記録・2017 年～2019年、2020年 

Madaniyazi L 
(2022) 

B県の小児 RSウイルス感染者 横断研究（複数時点） 
国立感染症研究所データ・2016 年～
2020年 

Eguchi A. (2021) 0～19歳の自殺者数 横断研究（複数時点） 
人口動態統計データ・2012 年～2020
年、2015年～2019年、2020年 1月～
11月 

Horikawa C. 
(2021) 

小学 5 年生または中学 2 年生の子どもがいる世帯
（N=1111） 

横断研究 
質問紙調査・2020年 12月、2020年 4
月～5月、2019年 12月 

Fukuda Y. (2021) A県内 18病院の小児入院患者（N=5300） 横断研究（複数時点） 
病院データ・2019 年 7 月～2020 年 2
月、2020年 7月～2021年 2月 

Yamamoto-Kataoka 
S. (2022) 

小児科拠点施設約 3,000カ所の 15歳未満の患者 横断研究（複数時点） 厚生労働省データ・2015年～2020年 

Ujiie M. (2021) 260 施設の小児拠点施設で診断された患者 横断研究（複数時点） 都データ・2017 年～2021年 

Maruo Y. (2021) 0～14歳の A病院の入院患者（N=3372） 横断研究（複数時点） 医療記録・2017 年～2020年 

Yamamoto H. 
(2022) 

B病院の救急医療外来受診者（N=15998）    横断研究（複数時点） 医療記録・2017 年~2019年、2020年 

Yamaoka Y. (2021) 0~17歳の子どもを持つ親と 7~17歳の子ども（N＝5344） 横断研究 質問紙調査・2020年 4月～5月 
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  方法     

第一著者（発行年） 
対象者 
（年齢・対象者数） 

研究デザイン 調査方法・調査年 

Bun S. (2021) 15歳以下の喘息入院患者（N=10226） 横断研究（複数時点） 
DPC データ・2018 年 7 月～2020 年 10
月 

Yamaguchi A. 
(2022) 

0~17歳の子どもを持つ親と 7~17歳の子ども（N＝1292） 横断研究 質問紙調査・2020年 4月～5月 

Sano K. (2021) 272 の急性期病院に入院した 1～17歳の子ども 横断研究（複数時点） DPCデータ・2017 年～2020年 

Kawaoka N. (2022) A大学病院を受診した 6～14歳までの学童期患者（N=121） 横断研究 質問紙調査・2020年 5月 

Aizawa Y. (2021) 4都市におけるワクチン接種をした小児 横断研究（複数時点） 
予防接種データ：2016 年～2019 年、
2020年 1月～9月 

Iio K. (2021) A市の川崎病と診断された小児（N=1027） 横断研究（複数時点） 
質問紙調査・2016 年～2019 年、2020
年 

Saito M. (2022) 小児科を受診した 9歳以上の小・中学生（N=191） 横断研究 質問紙調査・2020年 5月、10月 

Kishimoto K. 
(2021) 

210 病院における 15歳以下の入院患者（N=75053） 横断研究（複数時点） 
DPC データ・2018 年 7 月～2020 年 2
月、2020年 3月～6月 

Takashita E. 
(2021) 

A市の 10歳未満の呼吸器疾患患者（N=2244） 横断研究（複数時点） 2018年 1月～2020年 9月 

Ono R. (2021) B病院の川崎病患者（N=447） 横断研究（複数時点） 
医療記録・2012 年 1 月～2019 年 12
月、2020年 3月～8月  

Tanaka T. (2021) 20歳未満の自殺者数 横断研究（複数時点） 
1,848 の行政単位データ・2016 年 11
月～2020年 10月 

Kawabe K. (2020) 
6~18 歳の自閉症スペクトラム障害を持つ小中高校生
（N=445） 

横断及び症例対象研
究 

質問紙調査・2020年 4月～5月 

Anzai T. (2021) 20歳未満の自殺者数 横断研究（複数時点） 
警察庁データ・2013 年 1 月～2020 年
6月、2020年 3月～6月 

Maeda Y. (2021) 早産、新生児（新生児集中治療件数と早産件数） 横断研究（複数時点） 
DPCデータ・2020年 、2019年（いず
れも 2～17週） 

Abe K. (2021) 18歳未満の入院患者数 横断研究（複数時点） DPCデータ・2017 年～2020年 

Isumi A. (2020) 20歳未満の自殺者数 横断研究（複数時点） 
厚生労働省自殺統計公開データ・2018
年 1 月～2020年 5月、2020 年 3月～
5月 
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令和 5 年度こども家庭科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

分担研究報告書 
  

全国調査の実施 

 

研究代表者：石塚 一枝（国立成育医療研究センター社会医学研究部専門職）） 

研究分担者：森崎 菜穂（国立成育医療研究センター社会医学研究部部長） 

研究協力者：オーレリー ピバーシェ（国立成育医療研究センター社会医学研究部

研究員） 

研究協力者：須山 聡 （北海道大学 児童思春期精神医学研究部門 特任助教） 

研究協力者：福屋 吉史 （東邦大学 精神神経医学講座 助教） 

 

研究要旨  

目的：新型コロナウィルス感染症の流行及び感染症対策は、休校、学級閉鎖、行動制限など、

こどもを取り巻く環境にさまざまな変化をもたらした。本研究では、新型コロナウィルス感染

症の流行および感染症対策による、子どもの生活や環境への変化、およびそれによる子どもの

心身の健康・成長発達への影響について検討する。 

方法：R5年度は、乳幼児調査、学童期調査の２つの調査を実施した。乳幼児調査は、新型コ

ロナウィルス流行中の 2021年に出産・育児をしていた女性の縦断インターネット調査 The 

Japan COVID-19 and Society Internet Survey (JACSIS)により 2023年に追跡調査を実施し

た。学童期調査は、2020年より開始している全国無作為抽出された全国の小中高生につい

て、コロナ禍における生活等に係る調査の追加調査を実施した。 

結果：乳幼児調査、学童期調査を実施し、２－４歳の乳幼児（母親回答）の研究参加者は、

2397人、小５から中 3の学童期（本人及び保護者回答）1995人から回答を得られた。学童期

調査では、制限が緩和された後も子どもたちの孤独感は改善していないことが示唆された。 

結論：次年度も引き続き調査を実施、子どもの生活や環境への変化、およびそれによる子ども

の心身の健康・成長発達への影響について検討する。 

 

Ａ．研究目的  

 本研究では、新型コロナウィルス感染症流

行下等の社会的な環境変化が子どもの心身の

発達等に及ぼす影響を把握する。 

  

Ｂ．方法  

 本件調査は、【調査１】乳幼児期にかかわる

調査と、【調査２】学童期にかかわる調査の２

つの調査から構成される。  

  

B-1：【調査１】乳幼児期に関わる調査方法  

 コロナ禍で出産した女性の縦断インターネ

ット調査 The Japan COVID-19 and Society 
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Internet Survey (JACSIS)のうち、2022 年 2

月の追跡調査に参加している研究参加者（乳幼

児がいる子どもの母親）に対して 2023年 8-10

月に追跡調査を実施した。JACSIS では、父母の

心身の健康・経済状況、養育、愛着、発達（自

閉傾向）に関しての情報を収集しているが、本

研究はその後のフォローアップとして、子ども

の発達、情緒・行動および予防接種状況など子

どもの心身の健康に関する情報を追加し、コロ

ナ禍での子どもの心身の健康への影響を検討

した。 

子どもの心身の健康状態は、こどもの情緒・行

動を評価する心理尺度である子どもの強さと

困難さアンケート(SDQ)を実施した。SDQ は強

みに関する下位尺度１つ（向社会的行動）と困

難さに関する下位尺度４つ（情緒不安定、問題

行動、多動・不注意、友人関係の問題）によっ

て、子どもの適応と精神的健康の状態を包括的

に把握するための質問紙である 1)。東京都医

師会「5歳児健診マニュアル」にて、下位尺度

別、および総合スコアについて、支援の必要性

を「Low Need(ほとんどない)」「Some Need(や

やある)」「High Need(おおいにある)」の３段

階で評価した。 

    

B-2：【調査 2】学童期に関わる調査方法  

 全国無作為抽出された小中学生を対象に、コ

ロナ禍での子どもの精神的不調（うつ等）とそ

の要因である家庭の環境（経済状況、養育等）、

孤立、レジリエンス、休校等について質問票郵

送による縦断調査研究を実施している。この調

査のデータを分析し、コロナ禍での子どものう

つに影響を及ぼす要因を検討した。さらに、行

動自粛などコロナ禍における感染対策が緩和

した前後の心身への健康の状態を把握するた

め、本年度も継続調査を実施した。 

   

1. 子どもの健康状態 

1) 身体症状 

学童期では、精神的不調のサインとして、腹痛、

頭痛などの身体症状が現れることが多い。その

ため、本研究では、学童期の世界的調査である

WHO HBSC surveyで用いた項目を参考に、学童

期で多い身体症状について評価した 2)。 

2) 抑うつ 

新型コロナウィルス流行中に思春期年齢で増

加が懸念されている抑うつについて評価し

た。抑うつの評価には、Patient Health 

Questionnaire for Adolescents（PHQ-A） 日

本語版を用いた 3,4)。思春期のこどもを対象

とした抑うつの重症度尺度である。過去 7日

間について、9項目の質問に対して 4段階

（全くない：0点、数日：1点、半分以上：2

点、ほとんど毎日：3点）で尋ね、点数化す

る。総合点は 0から 27点で、点が高いほどよ

り重度のうつ症状が示唆される。 

3) インターネット依存 

新型コロナウィルス流行中に利用が加速した

インターネット使用に伴い、問題のあるインタ

ーネットの使用（インターネット依存のリスク

がある状態）を把握するため、インターネット

依存スクリーニングテスト診断質問票(DQ)を

用いた。DQ は、８つの質問に対して「はい」

（１点）、「いいえ」（０点）で尋ね、合計点

を算出する。８項目のうち、５項目以上が該当

する場合、インターネット依存のリスクがある

と評価されている（カットオフ 5 点）5)。 

   

Ｃ．結果  

C-1：【結果１】乳幼児期に関わる調査結果 

 ２－４歳の乳幼児の母親 2397 人から回答を

得た。SDQでみたこどもの総合的困難さは、支

援ニーズが「大いにある」「ややある」は 45%

であった。今回調査における「総合的困難さ」
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および、下位サブスケールの「行為の問題」「多

動・不注意」「仲間関係の問題」の値は、新型

コロナウィルス流行前の日本の平均的な SDQ

値よりも高く、課題、支援の必要性が増してい

ることが疑われた。また、下位指標のうち、強

みを示す「向社会的な行動」においては、日本

の平均値を下回っていた。 

 

C-2：【結果 2】学童調査結果  

 小学５年生～高校２年生のこども 3367 名お

よびその保護者に質問票による郵送調査を実

施した。結果、こども 1928 名、保護者 1991

名から回答が得られた。こどものうつは、PHQ-

A中等度以上（10点以上）は、全学年でみると、

2021 年は 11.4%、2022 年は 13.3%、2023 年は

13.3%であった。 

インターネット依存スクリーニングテスト

による合計点が「病的使用者」と「不適応使用

者」となった子どもの割合は、51.3％であった。

2022 年の 48.3%から 3 ポイント上昇している

傾向であった。 

さらに、コロナ禍で課題となったメンタル

ヘルスに関する課題についてのリスク因子の

分析を実施した。その結果、問題のあるインタ

ーネット使用をしているこどもは抑うつのリ

スクが高いことが示唆された。また、孤独感は

自傷のリスクを上げることが示唆された。これ

らの結果は、学術集会で発表を行った。現在学

術雑誌に投稿中である。 

  

Ｄ．考察  

新型コロナウィルスパンデミックの行動制

限下で、人々は厳しい行動制限を受け、社会

との交流が限定されてしまう状況があった。 

しかし、パンデミックが沈静化して行動制

限が緩和されたにも関わらず、子どもたちの

心身の健康が改善されたとはいえない。 

次年度は乳幼児と学童期の行動・情緒や社

会的発達の背景因子を含めた子どもへの影

響に関してさらに分析を進めていく予定で

ある。 

 

 Ｅ．結論   

 新型コロナパンデミックで変化した生活

習慣は、行動制限の緩和に伴って、心身の健

康が回復したとはいえず、今後も注視が必要

であることが示唆された。次年度も引き続き

調査・分析を実施する予定である。 
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乳幼児調査 
1. SDQ（Strength and Difficulties Questionnaire：子どもの強さと困難さアンケート） 

2 歳以上５歳未満の子どもを持つ人が対象です。該当するお子さんが複数いる場合は、一

番年齢が低いお子さんについてお答えください。お子さまのここ半年くらいの行動につい

てお答えください。以下のそれぞれの質問項目について、あてはまらない、まああてはま

る、あてはまる、のいずれかを選んでください。答えに自信がなくても、あるいは、その

質問がばからしいと思えたとしても、全部の質問に答えてください。 

 

 
図 5 SDQスコアの日本平均 SDQ1との比較 

 

 
図 6 SDQスコア 
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学童期調査結果 
1. 子どもの心身の健康 

【身体症状】 

・ この半年間、次の症状はありましたか？もっとも近いものに○をつけて下さい。（○はそ

れぞれ１つずつ）   

 
① あたまが痛い 

 
図 7こどもの身体症状-①あたまが痛い 

  

 

② おなかが痛い 

 
図 8こどもの身体症状-②おなかが痛い 
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③ 腰が痛い 

 
図 9こどもの身体症状-③腰が痛い 

 

④ めまいがする 

 
図 10こどもの身体症状-④めまいがする 
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・ 抑うつ傾向（PHQ-A）   

こどもには、質問項目（1）から（９）までは、思春期のこどもを対象としたうつ症状

の重症度尺度である Patient Health Questionnaire for Adolescents（PHQ-A）  日本語

版 を用いて、こころの状態を尋ねた。   

過去 7 日間について、9 項目の質問に対して 4 段階（全くない：0 点、数日：1 点、

半分以上：2 点、ほとんど毎日：3 点）で尋ね、点数化した。総合点は 0 から 27 点で、

点が高いほどより重度のうつ症状が示唆される。   

 

総合点  

 
図 11こどもの身体症状-総合点 
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・ この７日間、次のような問題にどのくらい頻繁（ひんぱん）に悩まされていますか？それ

ぞれの症状に対し、あなたの気持ちにもっとも近いものに〇をつけてください。   

 

(1)気分が落ち込む、ゆううつになる、いらいらする、または絶望的な気持ちになる   

 
図 12PHQ-9①気分が落ち込む 

 

（2）物事に対してほとんど興味がない、または楽しめない  

 
図 13 PHQ-9②物事に対してほとんど興味がない 
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（3）寝つきが悪い、途中で目が覚める、または逆に眠りすぎる   

 
図 14 PHQ-9③寝つきが悪い 

 

（4）あまり食欲がない、体重が減る、または食べすぎる   

 
図 15 PHQ-9④あまり食欲がない 
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（5）疲れた感じがする、または気力がない   

 
図 16 PHQ-9⑤疲れた感じがする 

 

（6）自分はダメな人間または失敗者だと感じる、または自分自身あるいは家族をがっか

りさせていると思う   

 
図 17 PHQ-9⑥自分はダメな人間または失敗者だと感じる 
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（7）学校の勉強、読書、またはテレビを見ることなどに集中するのが難しい   

 
図 18 PHQ-9⑦学校の勉強等に集中するのが難しい 

 

（8）他人が気づくくらいに動きや話し方が遅（おそ）くなる、あるいはこれと反対に、

そわそわしたり、落ち着かず、普段（ふだん）よりも動き回ることがある   

 
図 19 PHQ-9⑧動きや話し方が遅くなる、あるいは普段より動き回る  
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(9）死んだ方がいい、または自分を何らかの方法で傷つけようと思ったことがある   

 
図 20 PHQ-9⑨死んだ方がいい、自分を傷つけようとおもったことがある 

 

以上（1）～（９）が PHQ-A の項目、（10）はオリジナルの質問項目。   

(10）実際に、自分のからだを傷つけたこと（かみの毛を抜く、自分をたたくなど）がある   

 
図 21自分を傷つけた経験 
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インターネット依存（2022-2023） 

 

Young Diagnostic Questionnaire for Internet Addiction (YDQ)*を用いて、こどものインター

ネットへの依存について尋ねた。  

 

 
図 22インターネット依存の状況 

 

・「不適応使用者」と「病的使用者」の割合は、2022 年は全体の 48.3%、2023 年は全体の

51.3%であった。  

 

 

※Young Diagnostic Questionnaire for Internet Addiction 

 

以下の 8 項目の質問に対して、はい（1 点）・いいえ（0 点）で尋ね、合計点を算出している。  

・ あなたはインターネットに夢中になっていると感じていますか？（たとえば、前回にイ

ンターネットでしたことを考えたり、次回インターネットをすることを待ち望んでいた

り、など） 

・ あなたは、満足をえるために、インターネットを使う時間をだんだん長くしていかなけ

ればならないと感じていますか？ 

・ あなたは、インターネット使用を制限したり、時間を減らしたり、完全にやめようとし

たが、うまくいかなかったことがたびたびありましたか？ 

・ インターネットの使用時間を短くしたり、完全にやめようとした時、落ち着かなかった

り、 不機嫌や落ち込み、またはイライラなどを感じましたか？ 

・ あなたは、使いはじめに意図したよりも長い時間インターネットを接続した状態でいま

すか？ 
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・ あなたは、インターネットのために大切な人間関係、学校のことや、部活動のことを台

無しにしたり、あやうくするようなことがありましたか？ 

・ あなたは、インターネットへの熱中のしすぎをかくすために、家族、学校の先生やその

他の人たちにうそをついたことがありましたか？ 

・ あなたは、問題から逃げるために、または、絶望的な気持ち、罪悪感、不安、落ち込み

などといったいやな気持ちから逃げるために、インターネットを使いますか？ 
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令和 5 年度こども家庭科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

  
こどもへの影響の把握・評価法の提案(心理面及び家庭背景・孤立) 

研究分担者：小川 しおり（日本福祉大学教育・心理学部 准教授） 

研究協力者：内藤 真紀子（国立研究開発法人国立成育医療研究センター研究

所社会医学研究部 共同研究員） 

 

研究要旨 

目的：感染症流行下等の社会的な環境変化における子どもへの影響を把握、評価方法の提案

および開発を行い、その有用性について検討を踏まえた提言の作成を目指す。 

方法：パンデミック下で子どもが心身ともに健康で過ごせる生活・社会環境を作るうえで必

要となる、乳幼児から学童期にかけての子どもの心身の発達評価におけるチェック項目を抽

出し育児支援のヒントとともに表形式で作成する。 

結果：パンデミック下で注目すべき観点である以下の５つの項目に関してチェックシートを

作成した。1) 乳幼児期の児のケアと関わり方. 2) 栄養／健康状況, 3) 保護者・家族の well-

being, 4) 安全、5) スクリーニング、評価方法 親のメンタルヘルス不調がボンディングに与

える影響を考慮し、乳幼児期は特に親子の愛着発達に注目した。身体的虐待やネグレクトの早

期発見に努め適切な相談先につなげることを意図した評価項目も取り入れた。運動不足やス

クリーンタイムの増加、虫歯への注意喚起および発達障害の心配がある場合の評価尺度や保

護者用アプリもリストとして組み込んだ。 

考察：パンデミックや災害の混乱期においてはコミュニティサポートが低下した非常事態に

陥ってしまい、親子（とくに乳幼児とその養育者）が互いの応答性を育んだり家族や小集団

での社会性を身につけたりする機会と時間が乏しくなる恐れがある。また保護者のメンタル

ヘルスの問題と子どもの情緒・行動の問題は互いに影響を及ぼす。作成したチェックリスト

には、パンデミック下など子どもが非日常の環境に遭遇したときに、心身ともに健康で過ご

せる生活・社会環境を作るうえで必要となる項目が含まれている。 

結論：子どもへの影響の把握および評価方法についてチェックシートを作成した。次年度

は、行政向けの評価指標作成に取り組んでいく予定である。 

 

Ａ．研究目的 

コロナ禍などのパンデミック下の子どもの

心身の健康・成長発達への影響についての文献

レビュー結果、自治体や教育・医療現場での好

事例の収集で得られた知見を活かし、児童精神

科・小児科の立場から子どもへの影響の把握お

よび評価方法について整理し、実用的な形で提

案することを目的とする。 

 

Ｂ．方法 

図４では横軸が年齢、縦軸には身体・心理・

社会面の評価ポイントを示す。児童精神科医の

立場で研究協力者の小児科医とともに主に心

理・社会面の評価方法を検証し提案していく。

最終的に提言としてまとめるためには、まず年

齢・発達段階に応じて様々な現場でスタッフや

被検者である子ども・保護者に負担が少なくか

つ必要な情報を収集し、具体的にフィードバッ
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クできるものが望ましい。そして必要時は個別

相談・指導、専門機関である療育センターや専

門医への紹介を含む定期フォローに円滑につ

なげられることを想定する。評価および気がか

りな親子のピックアップを実施する者は地域

のかかりつけ医や保健センター・自治体の関係

部署（子ども家庭課等）の保健師・心理士、学

童期では学校医、スクールカウンセラー（SC）

や養護教諭ならびにスクールソーシャルワー

カー（SSW）等が普段の健診・相談業務の一環

として時間と労力がかかりすぎないもので実

現可能なバッテリーとして提示できることを

目指す。さまざまなスクリーニングに用いられ

ている発達検査・心理検査、質問紙尺度の中か

ら、簡便かつ感度・特異度が高いもの、標準化

されているもの、時代や状況に沿うものを探索

し、必要に応じ項目の抽出・統合および追加項

目の作成等を行う。信頼性と妥当性の検証が行

われているものであれば今後の調査研究の発

展にも有用であると考える。 

 

図 24 は図 23 の上に実際に使用できる尺度

の例を実施時期および目的に応じて呈示した

ものである。他にも有用なアセスメントツール

や保護者用アプリなど活用できるよう別紙の

表に詳細を記入し編集を進めている。下記がと

くに着目した点である。 

 

１） 健康面：コロナ禍で問題となった睡眠リズ

ムの状態やネット使用についてスクリー

ンタイムのチェックを行う。 

２） 情緒・行動面の評価：SDQ（子どもの強さ

と困難さアンケート）を中核とする。親や

教師が回答する子どものメンタルヘルス

全般・問題行動傾向や精神症状を測定する

もので向社会性もチェック可能である。

SDQと関連して QOL尺度も小学校高学年以

降は子ども本人が回答できるものがある

ので活用を検討している。 

３） その他：周産期の愛着についてはボンディ

ングスケールとして赤ちゃんへの気持ち

質問票、トラウマの評価で UCLA 心的外傷

後ストレス障害インデックス COVID-19 対

応短縮版、乳幼児の発達検査の一例として

ASQ-3、またうつや不安の評価で PHQ-A を

挙げた。 

 

一部市町村で行われている 5 歳児健診のパ

ッケージのように、認知・言語社会性や運動の

発達を 10 分程度で実施できるような形式も、

蟹江町の 5歳児健診などを参照して、今回の研

究目的に沿うよう作成することも検討中であ

る。リスクのある親子に対する対処法の提案に

役立つように保護因子として働く要因にも着

目できるような形にまとめる。 

 

Ｃ．結果 

別表参照。内藤が乳児期、小川が学童期の注

意項目を作成した。表の下記項目を取り上げた

理由・必要性について述べる。 

 

1. 乳幼児期の児のケアと関わり方 

ボンディングに着目し、愛着関係の育ち

を親子双方の視点から評価することで虐

待リスク軽減や育児負担感のある養育者

の支援に役立てる。 

2. 栄養／健康状況など 

外遊びの減少による肥満、スクリーンタ

イムの増加による視力低下、生活リズム

の乱れに対し注意喚起を行う。 

3. 保護者・家族の well-being 

養育者のうつ病リスクに着目した。発達

障害をもつ子どもやその家族はうつ病・

不安症の合併率が高いためその旨本人・

家族にも心理教育を行い、ストレスコー

ピングの工夫を促す。 

4. 安全 

予防接種を受けない、特定の食物を除去

するなど偏った知識や信念による不適切

な育児になっていないか留意する。また

身体的な虐待だけではなく性的な被害に

も遭わないようにプライベートゾーンに

ついての話題も盛り込んだ。 

5. スクリーニング、評価方法など 

すでに健診等で広く用いられているもの

に加えて、より症状や心配事に特化した

内容のものも挙げて参照してもらえるよ

うにした。 
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Ｄ．考察 

パンデミックや災害の混乱期においてはコミ

ュニティサポートが低下した非常事態に陥っ

てしまい、親子（とくに乳幼児とその養育者）

が互いの応答性を育んだり家族や小集団での

社会性を身につけたりする機会と時間が乏し

くなる恐れがある。また保護者のメンタルヘル

スの問題と子どもの情緒・行動の問題は互いに

影響を及ぼす。発達の遅れや情緒的な問題が、

環境要因からくるものなのか、生来性のものな

のか、両方の重複で強調／修飾されているのか

は慎重に経過をみて診断していく必要がある。

発達の遅れや偏りがみられたとしても、その後

の安心できる養育環境の提供と特性に応じた

ケアでキャッチアップする可能性については

すでに報告されている（八木、2022）。 

本研究で作成したチェックリスト表をプライ

マリケア医（かかりつけ医）、保健センターで

の乳幼児健診、学校のカウンセラーや養護教諭、

学校の集団検診で使用することを前提とする

ならば、評価方法は検査や尺度は現場で使用し

やすいものに厳選する必要がある。また、例と

して、質問票または聞き取りにより親/支援者

が回答し、保健師がチェックできるような方法

も現実的だろう。 

パンデミック下で子どもが心身ともに健康で

過ごせる生活・社会環境を作るうえで必要とな

る、乳幼児から学童期にかけての子どもの心身

の発達評価におけるチェック項目を表で作成

した。今後は試験的に活用してその有用性や実

用性の検証を要するだろう。その際には医師、

看護師や保健師、心理士、保育士など子どもの

発達支援に関わる多職種の視点を取り入れて

いくことが欠かせない。 

 

Ｅ．結論 

 
図 24研究方法（尺度例付き） 

図 23研究方法 
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子どもへの影響の把握および評価方法につい

てチェックシートの形式でまとめた。親のメン

タルヘルス不調がボンディングに与える影響

を考慮し、乳幼児期は特に親子の愛着発達に注

目した。身体的虐待やネグレクトの早期発見に

努め適切な相談先につなげることを意図した

評価項目も取り入れた。運動不足やスクリーン

タイムの増加、虫歯への注意喚起および発達障

害の心配がある場合の評価尺度や保護者用ア

プリもリストとして組み込んだ。リーフレット

作成による支援者への周知・普及も視野に入れ

ていきたい。 

来年度は、国レベルで実施可能な指標を作成す

る予定。 
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乳幼児期の児のケアと関わり

方 

栄養／健康状況など 保護者・家族の well-being 安全 スクリーニング、評価方法な

ど 

 共通 

・ 発達、発育状況の確認 

・ 親と子供の相互作用 

・ 新生児のケアに関する両

親の関係性、育児分担 

・ 観察者への反応、診察時

の協力的態度 

・ 子どものケアに関して、

両親の相互反応 

・ 子供のケアは適切か 

 ３.4 ヶ月（共通に追加） 

子供の両親への反応、（あや

し笑い、呼名反応など） 

 ９.10 ヶ月（共通に追加） 

・ お互いへの反応（赤ちゃ

んの意思を読み取ってや

りとりができているかな

ど、親のまね、人見知り

など） 

・ 子供のケアは適切か（2 

歳以下の子どもにはテレ

ビ、DVD、ビデオ、コン

ピューターは見せない方

が良い、ビデオ電話は

可） 

 

 

 

 

 

 

 共通（年齢に応じて） 

食事や、ミルクの回数 

排便、排尿状況 

起床／就寝／睡眠時間 

歯磨きや入浴などの保清 

（齲歯、口腔内衛生、皮

膚などの清潔状況） 

身辺自立 

（必要な場合は保健指

導） 

皮膚所見（よごれや傷、

打撲や火傷痕の有無） 

 新生児〜９.10 ヶ月共通 

測定とプロット：身長、

体重、頭囲、（体重／身長

比）、経時変化の確認、皮

膚、バースマーク、あざ、

頭蓋縫合など、体重増加

と摂取栄養量の評価  

 ９.10 ヶ月頃から共通 

・身長、体重、頭囲の、成長

曲線へのプロットし、計測値

の位置（パーセンタイル）と

経時的変化（曲線の形）の確

認。肥満、体重増加不良や体

重減少。皮膚の観察 

・バランスの良い食事が取れ

ているか（3 食と 1〜2 回の間

食）小食、偏食などがないか。

摂取栄養量。 

 

 保護者の健康状態、運動

量、睡眠や食事。メンタル

ヘルス。年 1 回ストレス

チェック、自分の時間の

確保、生活・仕事バランス

振り返り。 

 それぞれの子供と個別に

過ごす時間の確保。 

  家族への保護因子、強

化因子の確認（両親の関

係性、家族関係や訪問者・

地域サポート、保育シス

テムの利用、相談機関の

知識）、社会との繋がりが

あるか。 最も重要なこ

とは両親の心配ごとと向

き合う事。 

 子育てしんどさの 10 段

階評価 

 育児負担感強い/発達の

心配がある場合は相談機

関を紹介（親子グループ、

ペアトレ、スクールカウ

ンセラー） 

 子どもの心配事自由記

載、面接希望の有無 

 両親の失業や経済状況が

身体的な虐待の増加に関

連がある 

 

 リスクの評価（生活環境、

食事の保証,受動喫煙、パ

ートナーからの暴力、母の

アルコール摂取、薬物使

用、喫煙状況） 

 下記に当てはまる場合は

特に注意深い身体診察が

必要。 

（１）子どもの様子 

① 明らかな皮膚や衣服の不

潔、傷痕、出血班、打撲 

② 体重増加不良 

③ 予防接種の未実施 

④ 極端な分離不安 

（２）保護者の様子 

① 子どもに無関心（子ども

を放置してスマホに夢中

になっているなど） 

② 子どもの周囲で喫煙 

③ 子どもに強く怒鳴りつけ

ている、叩いている 

④ 表情が沈んでおり無気

力、抑うつ的,不適切な養

育については要支援と判

断できる 

 予防接種の接種状況 

 

 

 

 

 

 保護者記入又は児の状態

を聞き取り： 

PARS, PARS—TR, M-

CHAT,SDQ,DQ， 

ピッツバーグ睡眠質問票, 

CSHQ-J, Pediatric 

Symptom Checklist (PSC:

多言語対応) 

CTSPC 

（the Parent Child 

Conflict 

Tactics Scale）など 

 保護者のメンタルヘル

ス：EPDS、赤ちゃんへの

気持質問票（MIBS-J）, 

K6,PHQ-9,（Patient 

Health Questionnaire‐

9）うつ病に関する二質問

法（うつのスクリーニン

グ）, K６質問表,両親の

睡眠についてピッツバー

グ睡眠質問票スコア,入眠

起床時間の変更,睡眠潜時

の延長の有無、SSQ6 など 

 子ども自身が記入または

子どもに聞き取り： 

The HEEADSSS, ICD-10-

CM(症状の参考として使用

する), CHQ-SF (The 

Childhood Trauma 

Questionnaire-Short 

こどもへの影響の把握・評価法の提案(心理面及び家庭背景・孤立) 別紙 1/4 
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 １歳半 （共通） 

・子どもの様子（新規場面で

の反応、コミュニケーション

能力など）、 

・相互作用、お互いへの反応

（愛着面、人見知り、社会的

参照、コミュニケーションの

発達、模倣、言語、指差しな

どM-CHAT参考。診察時の協力

的態度の有無）、 

・子供のケアは適切か（生活

習慣や保清、あやし方；スク

リーンタイムを含む） 

 ３歳（共通） 

・子供の様子 

（不安や恐れ、指しゃぶりや

多動など） 

・相互作用、お互いへの反応

（発達状況に応じたコミュニ

ケーション能力、親と離れて

遊べるかなど） 

・観察者への反応（観察者を

見るか、簡単な指示や質問に

従うかなど） 

・子供のケアは適切か（生活

習慣や保清、あやし方；スク

リーンタイムを含む） 

 

 5 歳（共通に追加） 

・子供の様子（不安や恐れ、指

しゃぶりや多動など） 

・相互作用、（コミュニケー

ション能力など、子供と親が

どう関わるか、両親は子供に

□１歳半ころから共通 

概日リズム、食習慣、排便排尿

の回数、保清（歯磨き、入浴）

は確立しているか 

 

□３歳健診以降共通 

・ 運動時間減少はないか 

・ スクリーンタイムが増え

ていないか、睡眠時間の

変化はないか 

・ 視力の低下はないか（近

視） 

・ 口腔内の健康 

・ 栄養状態、内容 

・ 運動（1 日 60 分の身体活

動） 

・ スクリーンタイム／使用

のルールやプラン

（www.healthychildren.

org/MediaUsePlan） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自宅の環境：コード類、ベ

ランダなど仕事関連の危

険物の注意喚起 

 成人と一緒に過ごすこと

についてのルール 

 （プライベートゾーンや、お

子さんが性被害を避けるため

の方法について、大人があなた

を怖がらせたらどうするかな

ど） 

 

 

 

Form) 

PHQ-9,  

GAD-2、GAD7

（Generalized Anxiety 

Disorder Scale） 

Pittsburgh Sleep 

Quality Index (PSQI) 

 

 子供の PTSD 評価 

CRIES-8 

IES-R  

Child Depression Inventory

（CDI）  

PTSD self checklist 

UCLA 心的外傷後ストレス障害

インデックス COVID-19 対応短

縮版（児童青年期用） 

アプリなどのツール 

 健康医療情報；教えてド

クター 

https://oshiete-dr.net/ 

 遠隔健康医療相談サービ

こどもへの影響の把握・評価法の提案(心理面及び家庭背景・孤立) 別紙 2/4 
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ポジティブに関わっている

か、年齢相応に関わっている

か、親と離れて遊べるかな

ど） 

・観察者への反応（観察者を

見るか、簡単な指示；５歳児

健診の項目や質問に従うかな

ど） 

・子供のケアは適切か（生活

習慣や保清、スクリーンタイ

ムを含む） 

・家庭での様子（家族のルーテ

ィン、家族で話す時間・団ら

ん、家族のルールなどがある

か） 

・同世代との交流の機会 

・入学への準備（環境、就学相

談の必要性、知的発達・言語発

達・就学レディネスはどうか） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス；小児科オンライン

https://syounika.jp/ 

 母子手帳アプリ「母子

モ」

https://www.mchh.jp/、

母子健康手帳アプリ

boshi-techo.com 

 ワクチン接種記録；VPD 

https://www.know-

vpd.jp/vc_scheduler_sp/

index.htm 

 TOIRO（発達、子育て情報

https://toiroapp.com/、 

 健康のしおり（受診サポ

ート©豊田市福祉事業団）

https://www.fukushijigy

odan.toyota.aichi.jp/da

ta/#nav09 

 子どものための心理的応

急処置（セーブザチルド

レンパンフレット）

https://www.savechildre

n.or.jp/news/publicatio

ns/download/PFA_191003.

pdf 

 睡眠；ねんねナビ、おや

すみログ

https://nobelpark.jp/co

ntents/kodomononemuri/r

hythm/oyasumi-

log/index.html 

 

  

こどもへの影響の把握・評価法の提案(心理面及び家庭背景・孤立) 別紙 3/4 
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学童期の児のケアと関わり方 栄養など 保護者・家族の well-being 安全 スクリーニング、評価方法な

ど 

 十分な睡眠時間の確保。

不眠時はまず睡眠衛生指

導、場合によってはメラ

トニン受容体作動性入眠

改善剤の使用検討。 

 日常生活の中でささやか

でも親子で楽しめる活動

を短時間でも大事にする

（一緒にテレビやゲー

ム、おやつタイムや入浴、

運動など養育者自身もリ

ラックスして楽しめるも

のが良い）。 

 学習取り組みでは成績よ

りも基本的な学習習慣の

定着を重視（家庭での学

習場所の環境調整、筆記

具など児に適した道具選

び）。宿題を仕上げること

に親が固執しない。負担

が強い場合は宿題や学校

でのやり残しを持ち帰っ

て取り組む量や内容につ

いて学校と相談。 

 身辺面では今できている

ことを維持。一人でやら

せようとするよりも手伝

ってあげる。バックワー
ドチェイニングで。 

 体重・体型のこだわり、ダ

イエットによる摂食量・

体重低下に注意（標準体

重は小児内分泌学会HP参

照） 

 1 日の摂取カロリー重視。

偏食が強い場合は栄養バ

ランスにこだわりすぎず

食べられるものを美味し

く楽しく食べてマナーも

徐々に身につけられると

よい。 

 給食は無理強いしない。

代替食持参も選択肢。牛

乳も強制しない。 

 日中のこまめな水分摂取

の習慣づけ（持参した水

筒のお茶を飲めている

か）促し 

 家族の食料買い出し、食

事の支度や片付けなど分

担し、協力して行う。 

 排尿、お通じの状態も

時々チェック。便秘、過敏

性腸症候群などはかかり

つけ医で相談を。 

 夜尿は焦らず。量・回数多

く続く際は薬物療法も。

睡眠途中で起こさない。 

 大人もネット・ゲーム依

存に注意。 

 親のメンタルヘルス重

要。年 1 回ストレスチェ

ック、生活・仕事バランス

振り返りを。身近な相談

相手や相談機関の確保。 

 育児の負担感強い/発達

の心配がある場合は地域

の子ども発達センターや

療育機関、保健所や役所

の子ども家庭課など公的

機関での相談を。親子グ

ループ、ペアトレ、スクー

ルカウンセラーも選択

肢。 

 不登校傾向；まずは在籍

校の信頼できる管理職教

員に環境調整など合理的

配慮につき相談。通級学

級や相談室登校、適応指

導教室の利用検討。 

 学校以外の居場所（デイ

サービス、学童保育、習い

事でも可）長期休暇の過

ごし方の工夫 

 PTA,子供会の役員や行事

参加のストレス注意。本

来は任意加入。 

 SNS 使用のルール設定（う

まくいかない場合はその

都度見直し） 

 お金の使い方（電子マネ

ー、課金も含め）の練習。

カードやゲームソフトの

売買、貸借トラブル注意 

 交通ルール、自転車の乗

り方。行動範囲・帰宅時

間・行先の確認、許可をと

る・報告・連絡の習慣付

け。 

 友達付き合いは親同士つ

ながりがある関係が安

心。子どもだけで放置せ

ず声かけ、見守りのもと

逸脱（いじめ、迷惑や危

険）を防ぎ安全な遊びを

楽しめるよう促す。もめ

ごとは学校にも報告・相

談を。 

 家庭内でも暴力・盗み・器

物破損などの問題には、

きっぱり対応。しつけで

あっても子どもに暴力・

暴言しない（虐待にあた

る）。 

 自傷は叱らない（成育「し

んどいって言えない」リ

ーフレット参照） 

 親記入または親から児の

状態を聞き取り；

PARS,SDQ,DQ，ピッツバー

グ睡眠質問票 

 親のメンタルヘルス；

EPDS,K6,PHQ-9,トラウマ

については IES-R など 

 子ども自身が記入または

聞き取り； 

The HEEADSSS、小学生版 QOL 尺

度,SDQ（11 歳以上自己記入）,

トラウマについては UCLA 心的

外傷後ストレス障害インデッ

クス簡易版,ストレスチェック

（Ⓒ子どもの性の健康研究会） 

こどもへの影響の把握・評価法の提案(心理面及び家庭背景・孤立) 別紙 4/4 
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令和 5 年度こども家庭科学研究費補助金分担研究報告書 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

分担研究報告書 

 

好事例集の収集(1) 小児医療・地域医療・学校などにおける好事例集の収集 

～当センターにおける取組を振り返る～ 

 
研究分担者：田中恭子（国立成育医療研究センターこころの診療部診療部長） 

研究協力者：小林まどか 割田陽子 

 

研究要旨 

【目的】2020年COVID-19感染流行に伴い、子どもたちの生活制限が強いられ、子どもの遊び

や学びの機会が奪われた。また子どもに十分な説明がないままに、全国一斉休校が宣言さ

れ、そのあと全国に向けて緊急事態制限が発せられた。先行きあいまいでしかも状況理解が

不十分な中で子どもは不安とストレスを抱え込んだコロナ渦であったが、当センターでは子

どもたちの心身にかかるストレスを予測し、いち早く子どもとその家族、社会に向けてトラ

ウマインフォームド1な視点で、情報発信、メール相談を通じた支援、入院中のお子さんの支

援などを行った。これらの経緯を振り返り感染症流行期における子どもの環境調整に重要と

思われる点を提示する。 

【方法】2020年4月～2022年1月のコロナ渦における、当センターにおける情報発信を振り返

り、そのビュー数などを踏まえ、感染症下における子どもの環境調整に必要な事項を考察す

る。また、子どもメール相談事業、子ども療養支援士によるコロナ禍の子どもの入院環境調

査結果を振り返り考察を行う。 

【結果】コロナの情勢により、ポピュレーションが必要とした情報提供はニーズが非常に高

いものであった。子ども専用メール相談および療養環境のアンケートではその実態が明らか

になった。 

【考察】コロナ禍による生活様式の変化は、子どもと子どもの成育環境に影響を及ぼした。

とくに、震災と異なり全国全国民を対象としたストレス、トラウマなどを予測した心理教育

はポピュレーションアプローチとして有効であった。その支援にはトラウマインフォームド

な視点を組み入れ、子ども自身、子どもの成育環境を対象とした幅広い支持的な情報発信が

求められる。 

【結論】感染拡大下での、子どもの権利保障をベースとした子ども本人、および成育環境へ

の支援は、子どものレジリエンスに必須である。 

 
1 トラウマインフォームドケア(TIC)とは、トラウマがサービス利用者にもたらす影響や、トラ

ウマの 健康や行動との密接な関連性を理解することによって、利用者の安全性を作り出すも

の。トラウマ経験を聞きだしたり治療したりするものではない。 
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Ａ．研究目的 

2020年COVID-19感染流行に伴い、子どもた

ちの生活制限が強いられ、子どもの遊びや学

びの機会が奪われた。また子どもに十分な説

明がないままに、全国一斉休校が宣言され、

そのあと全国に向けて緊急事態制限が発せら

れた。先行きあいまいでしかも状況理解が不

十分な中で子どもは不安とストレスを抱え込

まざるを得ない状況となったコロナ渦であっ

たが、当センターでは子どもたちの心身にか

かるストレスを予測し、いち早く子どもとそ

の家族、社会に向けてトラウマインフォーム

ドな視点を重視した、情報発信を行った。本

分担研究では以下１から３の内容を考察し報

告する。 

 

１．2020年4月～2022年1月のコロナ渦におけ

る、当センターにおける情報発信を振り返

り、そのビュー数などを踏まえ、感染症下に

おける子どもの環境調整に必要な事項を考察

する。 

２．コロナ禍における子どもの入院環境を子

どもの権利の視点から子ども療養支援士が振

り返り、感染症下での療養環境改善に関し考

察する。 

３．コロナ禍で実施した当センター内子ども

×メール相談の実践をベースに、子どもと社

会とのつながり（孤独感の緩和、自殺危機ワ

ンストップ）を目的とした、とくにハイリス

クアプローチ（自ら声をあげにくい子どもた

ち）としての子どもアドボカシー、こころ×

子ども相談＠成育を新たに設置し、事業展開

を図るための質的検討を行う。 

 

B:方法/C:結果/D:考察 

上記 1.～3の課題ごとに説明する。 

 

１．2020年4月～2022年1月のコロナ渦におけ

る、当センターにおける情報発信を振り返

り、そのビュー数などを踏まえ、感染症下に

おける子どもの環境調整に必要な事項を考察

する。 

1-B:方法：当センターがコロナ禍で抱えるで

あろう子どものストレスを予測し、いち早く

そのストレスとどのように向き合うのという

観点から情報発信を行った2020年4月7日～開

始した各テーマ別１６の情報発信を、コロナ

の情勢を振り返りそのニーズを質的に考察す

る。 

1-C:結果：当センター旧こころの診療部リエ

ゾン診療科では、通常、子どもの病気と子ど

ものストレス、レジリエンスに関する臨床、

研究を行っていたため、2020年コロナ禍で全

員一斉休校が発せられたその時点から、子ど

もの遊びや教育が制限され、子どものストレ

ス増加、親のストレスの子どもへの影響、親

子関係性の悪化、虐待の増加、など、感染対

策が長期化することで生じる子どもへのスト

レス要因について危惧をしていた。日本で

は、元来ストレスを抑圧する傾向が強く、そ

の抑圧という心理的防衛機制が子どもの身体

症状を引きおこす可能性が報告されており、

早期に子どものストレスとは何か、どのよう

な形で生じるのか、そのことに気付いたら回

りはどのように対応するとよいのか、に関し

て計画的に情報発信を行うことを企画した。

（2020年3月末～4月初め）。とくに、メディ

カルトラウマを念頭においたトラウマインフ

ォームドアプロ―チとして推奨されている、

D- E- Fプロトコールをベースとし、１）スト

レスに気付く、２）ストレスに対処する、

３）子どもにもわかりやすく説明し子どもの

状況理解を支援する、４）そして家族、養育

者の心理的支援と他者とつながることでの心

理的孤立を予防する、などの観点から、子ど

もと家族向けに以下のリーフレットを作成

し、センター内HPに掲示した。 

① ご家族向けリーフレット           
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② 親子でできるストレス対処法       

③ 子どもとできるセルフケア            

④ リラクゼーション                   

⑤ お子さんの成長に応じたケア          

⑥ 子育て中のあなたへ             

 リラクゼーションは、親子でできるアクテ

ィビティや子ども自身が一人で工夫できる方

法など、実際のお子さんから聞いた情報など

を踏まえ、幅広い世代に活用してもらえるよ

う、またストレスを感じるのは一人ではない

ことを伝えるべく、表現方法を熟慮した。 

さらに2020年6月頃、学校への分散登校が開始

される時期で起こる可能性のある、子どもの

自律神経系の症状悪化や、スティグマなどの

生物心理社会的観点から情報発信をするため

以下のリーフレットを製作した。この際に

は、心理教育が一方的にならないよう、まず

は初めて体験した感染拡大と全国一斉休校に

よる大きな環境変化、オンライン授業の体験

など、環境変化を乗り越えた子どもたち、家

族を労う表現を冒頭に掲げ、読手が、自分自

身で乗り越えてきたんだと実感できるよう、

この間の自分の対応が自己肯定感につながる

よう認知行動療法の視点を組み入れながらそ

の表現方法を工夫した。また子ども成育環境

の一つとして重要となる学校現場での困難や

教師の方に向けても情報発信を行った。 

⑦ 頑張っている君たちへ 学校再開にむけ

て 

⑧ 子どもと関わる大人の方へ                 

⑨ 学校関係のみなさまへ 学校再開に向け

て 

 更に秋から冬にかけてさらなる感染拡大が

予測された時期には、より詳しいストレスに

関し理解を促す内容や、今一度子どもの権利

を見直すという意義を踏まえ、以下のリーフ

レットを公開した。 

⑪ 話してみよう！伝えてみよう！“子ども

の権利”のお話 

⑫ 冬を迎える前にストレスコーピン

グ                 

⑬ ストレスってなに？ 

 1年後コロナの子どもの感染が増加する危険

性とともに、3密で規制されたままであった子

どもの生活とくに集団での部活動や給食、競

技大会などの中止、ライブや鑑賞など娯楽の

制限など、ストレスコーピングは個の努力と

して強いられた環境が長期に続いているこ

と、経済的な観点から生じる養育者や教師の

ストレスの子どもへの影響、家庭内不和、非

虐待、相談場所の減少、より偏差値重視とな

る傾向、近しい人物の離別や死別など、様々

な心理社会的要因が生じる子どもの葛藤、不

安、ストレス、トラウマなどを考慮し、さら

に夏季休暇後の子どもの自殺リスクに関する

報道が増加したことへの、社会への情報発信

として、2021年秋には以下のリーフレットを

公開した。 

⑭こどものSOSに気づいていますか 

⑮しにたいくらいつらいあなたへ 

 また、子どもたちの音楽鑑賞が自殺予防につ

ながるという当時の研究報告を受け、しんど

くても希求できない子どもたちにも届いてほ

しいという思いで、関係者とともに、以下の

動画配信を行った。歌詞はトラウマインフォ

ームドの内容をオリジナルで作成し専門家の

協力を得て作曲、アニメーション動画として

の配信となった。 

⑰とどけ こころをつなぐ子どものケア

（前・後編） 

その後、徐々に訪れたコロナの収束にむ

け、これらの体験をポジティブなメッセージ

として伝えることを目的とし、先行きあいま

いで予測不能で長期にわたったコロナ禍での

体験が子どもたちの成長、レジリエンスにつ

ながるよう表現を工夫した上で以下のリーフ

レットを作成し、公開した。 

⑰みんなで力を合わせて 
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 これらのリーフレットは全国の国民に拝読

され、一部は国際的にも公表された。また、

厚生労働省からのメッセージの一部としても

公開された。 

 2024年度はこの情報提示をコロナ禍の情勢

を照合、さらにPV数も解析し、考察を深め

る。 

 

２．コロナ禍における子どもの入院環境を子

どもの権利の視点から子ども療養支援士が振

り返り、感染症下での療養環境改善に関し考

察する。 

 

2-B:方法：調査内容は子どもの権利の視点から、 

・COVID-19 感染対策前と変わらない医療関

係者からのサポートが受けられているか 

・家族の面会や付き添いは保障されている

か 

・遊びの環境、外出や外泊などの気分転換・

休息は確保されているかに着目して行った。 

対象は子ども療養支援士(CCS)21名とし、調

査期間は、2020年 5月 31日から 6月 4日で

あった。アンケートについては、インターネ

ットメールを通じて周知した。回収は、所定

の webフォームへの入力によって行った。 

 

2-C: 結果： 21名の CCSに行い、今回 18名＊

から回答を得た。 

① 各職種の介入変化とその内容  

COVID-19 感染対策前後の子どもと関わる職

種の介入変化について、看護師・CCS・ソーシ

ャルワーカー(SW)は「全く変わらない」が多く、

医師・心理士・理学療法士・作業療法士・言語

療法士（PT/OT/ST）は「全く変わらない」と「条

件付きで介入」が同等の回答であった。保育士

は「条件付きで介入」が多かった（図 25）。 

 

図 25 COVID-19 感染対策前後の職種別介入の変化 

  

 

・子どもへの説明 

「子どもへ条件付きの介入を説明している

かどうかについて調査したところ、医師や看護

師は「いいえ」が多く、CCSや保育士、PT/OT/ST

は「はい」が多かった。（図 26）。 

 

図 26 子どもへの条件付介入を説明しているか 

 

② 面会人数と面会者の制限 

面会・付き添いについては、全施設で制限が

設けられていた。うち、12 件 67％が面会や付

き添いが出来る人数を「1人」としており、そ

の面会、付き添い者を「親のみ」と限定してい

た（図 27） 
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図 27面会人数 

 

③遊び環境の制限とその内容 

病棟の遊び環境として、プレイルームの使用

方法について調査した。使用に対し「制限なし」

の回答は 10件 53％、「制限あり」は 8 件 42％

であった。「その他」 1件の内容は、「院内感染

が疑われた一時期のみプレイルームが閉鎖さ

れた」であった。（図 28） 

 

図 28プレイルームの使用制限 

 

「制限あり」の内容には、プレイルーム自体

「使用禁止」が 4 件 45％と最も多かった。そ

の他では、「人数制限」、「時間制」、「予約

制」、「マスク着用」などの感染対策を取りな

がらの使用や、免疫力が低下するような「疾患

によっては使用禁止」など、使用の制限やその

内容は施設によって様々であった。 

他児との交流制限 

他児との交流制限について調査したところ、

10件 56％が「ある」と回答した。    「ある」

の内容は、交流を避けるために、「病室から出

ることは一切不可能」が 4件 40％と最も多く、

次いで、「疾患によって交流を制限」が 3 件

30％、「時間制で部屋ごとに病棟内を散歩する」

が 2 件 20％、「プレイルーム・廊下での集ま

りを一切禁止」が 1件 10％であった。 

 

2-D: 考察：COVID-19 感染拡大は、療養中の子

どもの生活に変化をもたらした。とくに子ども

の権利として、第 9条家族から分離されない権

利、第 12条子どもの意見表明権、第 28条教育

を受ける権利、第 31 条：休息及び遊びについ

ての権利、などが侵害されている実態があると

考える。感染予防を医学的に正しく行う中でも、

子どもが子どもらしくあるための環境整備な

ど、保育士、子ども療養支援士など配置の必須

化、院内学級運用の整備、親面会制限への対応

など、CCSとしての役割をこのコロナ禍で再検

討すべきと考える。また、当センター内で実施

した、AIを活用した遊びの介入（犬型ロボット

aiboの配置）、オンライン面会「窓」を活用し

た家族面会（きょうだい含む）などは、今後の

感染下を念頭においた子どもの環境改善維持

に有効な手段であると考えられた。 

 

３．コロナ禍で実施した当センター内子ども

×メール相談の実践をベースに、子どもと社

会とのつながり（孤独感の緩和、自殺危機ワ

ンストップ）を目的とした、とくにハイリス

クアプローチ（自ら声をあげにくい子どもた

ち）としての子どもアドボカシー、こころ×

子ども相談＠成育を新たに設置し、事業展開

を図るための質的検討を行う。 

 

3-B: 方法：メール相談を運用した 2020 年 12

1人

（親のみ）

12件・67%

2人

2件・11%

3人

1件・5.5%

その他

1件・5.5%

禁止

2件・11%

面会人数
（N=18）

制限あり

8件・42%
制限なし

10件・53%

その他

1件・5%

プレイルームの使用制限
（N=18）＊一部複数回答あり
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月 29日から 2022年 6月末（土日限定）までの

メール相談内容を分析する。 

 

3-C: 結果：メール相談件数は、501 件であっ

た。受信件数は、夏季休暇終了後秋期が最も増

加した。 

利用者年齢は以下となる。

 

図 29メール相談者年齢内訳 

また、相談内容は、自分の心について、親子

関係について、希死念慮、不登校、が最多であ

った。関わったスタッフ（医師、心理士、子供

療養支援士など）からのアンケート結果では、

有意義であった、こういった子ども専用のメー

ル相談は必須であるとう感想のほか、業務負担

なども挙げられた。以下、実際に、相談事業に

携わったスタッフのコメントを示す。 

・本当に誰にも言いづらい、言えないけど深刻

な悩みが多く、ただ傾聴やエンパワメント、ア

ドバイスのみに留まることをもどかしく思う

事が多々ありました。今後相談事業の大切さが

認知され信用度が確立したら、各自治体と連携

し必要に応じて子ども家庭支援センターや児

相に情報提供できるといいなと思いました。 

・本事業に関わるみなさまのあたたかく、子ど

もの心の支援に対する熱い思いを強く感じま

した。また、異なる専門職の者同士がペアにな

り対応できたことで、より包括的な支援の提供

に繋がったのではないかと感じます。子どもの

こころの相談は、社会のセーフティーネットと

して十分な供給がなされているとは言い難く、

必要性はとても高いと思います。今回の試みか

ら、既存の事業や今後新たに立ち上がる事業へ、

還元できるものはとても多いのではないでし

ょうか。 

・一人で回答するのではなく、チームで相談し

ながら回答できた点が良かった。他の先生方の

回答から、新たな視点に気づかされることも多

く、大変学びとなった。辛い時期に、ひと時で

もメール相談に繋がることで、安心感を得たり、

勇気をもらえる子どもたちがいるはず…との

思いで、対応させていただいた。医療機関が実

施する匿名でのメール相談の意義は大きいと

思う。 

 

3-D: 考察：メール相談事業を以下の観点から

考察する。心理支援を行うためのビデオ会議や

標準的な電話技術は十分に検証されており

Webベースの介入は，幅広いメンタルヘルスの

アウトカムにおいて有効性が示されている。

(Mohr et al, 2013)既存の遠隔医療やインタ

ーネットを利用した（eHealth），アプリを利用

したモバイルヘルス（mHealth）の介入の利用

に関する、介入の有用性、安全性、受容／満足

度、および有効性について、良好なエビデンス

がある。特に社会的要素（例：ブレンドケア）

やアドヒアランスを促進する戦略が組み込ま

れている場合、mHealthアプリに関するエビデ

ンスは有望である。患者集団や疾患、プログラ

ムの質、使いやすさ、実用性によって異なる場

合があるが、一般的に、インターネットベース

の治療法を使用する際には、定期的な電話や電

子メールによる人的サポートがアドヒアラン

スとアウトカムを向上させる(Mohr et al., 

2013)。 

テキストベースのリアルタイムチャット、は

メンタルヘルスに対して有効性が示された
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（Hoermann et al., 2017）。無料で、タイムリ

ーで、アクセスしやすく、匿名でカウンセリン

グや情報を提供する人口レベルのリソースで

ある Helpline は青少年にとって有益なサービ

スを提供する可能性があるが、青少年の有効性

に関する結論を出すには、より多くの研究が必

要であり、特にオンラインのテキストベースの

アプローチを使用したサービスについては、そ

の必要性が高い（Mathieu et al., 2021）。 

 

Ｅ．結論 

 コロナ禍による生活様式の変化は、子ども

と子どもの成育環境に影響を及ぼした。とく

に、震災と異なり全国全国民を対象としたス

トレス、トラウマなどを予測した心理教育は

ポピュレーションアプローチとして有効であ

った。その支援にはトラウマインフォームド

な視点を組み入れ、子ども自身、子どもの成

育環境を対象とした幅広い支持的な情報発信

が求められる。感染拡大下での、子どもの権

利保障をベースとした子ども本人、および成

育環境への支援は、子どものレジリエンスに

必須である。 

 

F．健康危険情報 

該当なし 

G．研究発表 

 該当なし 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

該当なし 
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令和 5 年度こども家庭科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

分担研究報告書 

  
好事例集の収集(2) 感染症流行下での乳幼児のいる家庭への行政支援の過程 

 

研究分担者：三瓶舞紀子（日本体育大学健康学科, 看護学・疫学研究室） 

 

研究要旨 

目的：感染拡大及び感染症対策より、主に集団で行っていた自治体の保健医療支援の機能は低下、以前よ

りもともとあった公衆衛生的課題が顕在化、増悪した。染症流行下等の社会的な環境変化下においても、

乳幼児の保護者（・子ども）への適切な支援を実施していた支援の実際を質的に明らかにすることであ

る。 

方法：COVID-19パンデミックで何らかの取組みを行っていたことを必須条件とし、自治体人口規模、合計

特殊出生率、出生数、等の自治体の特徴となる条件がばらつくように、かつ、アクセス可能である自治体

を選定した。自治体の了承及び担当者の同意が得られた場合にインタビューを行った。具体的には、

COVID-19感染拡大下において、工夫した取り組み、感染拡大前に行っていたどのような取り組みや仕組み

が役立ったか、2020年3月以降から現在までを話してもらった。内容は録音(オンラインの場合は録画)し

た。録音または録画の音声データは、守秘義務契約をかわした業者へ依頼して逐語禄におこし、これを分

析データとした。 

結果：2023年度は、A市 (年間出生数約400人), B市(年間出生数約890人), C市(年間出生数約800人), D市

(年間出生数約220人)と中規模の3自治体及び小規模の1自治体に対して調査を実施した。集団で実施してい

た乳幼児健診、両親学級に対する様式の変更、また、妊産婦支援では普段の連携の仕組みや関係性を活用

した対応を行っていた。 

考察：行政内関連部署、小児科、産婦人科、精神科、児童相談所等の関係機関との連携において、感染流

行前からの顔見知りの関係性をベースに、または既存の連携の仕組みを活用して感染拡大に関する影響に

協力して対応していた。本年度は、小規模、中規模の自治体に限定されていたため、次年度は、さらにイ

ンタビュー範囲を拡大し分析、概念化をすすめていく。 

Ａ．研究目的 

COVID-19 感染拡大及び感染症対策による、

妊娠・出産、また子どもの生活や環境等の変化、

また、それらによる親 R子の、特に乳幼児期の

心身への影響が懸念されている。例えば、食行

動・食事摂取量の低下または増加、身体活動量

の低下、うつ、不安 、自殺などのメンタルヘ

ルスへの影響などである (Lebel et al., 

2020; Letourneau et al., 2022; Nomura et 

al., 2023; Suwalska et al., 2021)。さらに、 

新型コロナウィルス感染症流行中・後に、母子

の社会的孤立、貧困、児童虐待の増加、家庭内

暴力の増加など社会的影響もある。COVID-19

感染拡大以前から、母親の孤立や産後うつを背

景とした周産期の自殺などメンタルヘルスと

それらが短・長期的に子どもの心身の健康に及

ぼす悪影響の問題は指摘されていた。感染拡大

及び感染症対策より、主に集団で行っていた自

治体の保健医療支援の機能は低下、以前よりも

ともとあった公衆衛生的課題が顕在化、増悪し

たと考えられている(Lebel et al., 2020; 

Suwalska et al., 2021; Takeda et al., 
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2021)。これらの背景には、両親学級や健診等

の行政における他妊産婦との交流や他の子ど

もを観察する機会の減少、祖父母を含めた実際

的な子育て支援の減少、感染への恐れによる看

護職の家庭訪問や子育て広場など育児支援シ

ステムの中止、里帰りをして出産する妊婦の医

療機関受け入れ拒否などがある。一方で、集団

支援・介入が困難な感染拡大下においても、既

存のシステムの活用でハイリスク群の把握を

したり、オンラインやスマートフォンのアプリ

ケーションを活用して母親・父親の交流を促し

たり、個別対応においても、玄関先（屋外）で

の看護職の家庭訪問やオンライン相談などで

工夫することで母子の孤立や悪影響を最小限

にとどめたとされる自治体もある。これら既存

の仕組みのうち、感染拡大下ではどのような普

段の取り組みが役立ったのか、また、新たに行

ったどのような取り組みが母子の孤立を防止

して、悪影響を軽減できた可能性があるのかが

わかれば、感染拡大下であっても親子が健康で

過ごせる環境・社会づくりに向けた対策を検討

することができるが、これらが明らかではない。

さらに、好事例の支援の実際を明らかにできれ

ば、類似の事態に備えるだけではなく, 感染拡

大下において享受するサービスの居住地によ

る格差を縮小できる可能性がある。 

本研究の目的は、感染症流行下等の社会的な

環境変化下においても、乳幼児の保護者（・子

ども）への適切な支援を実施していた好事例自

治体の支援の実際を質的に明らかにすること

である。 

Ｂ．方法 

1) 研究参加者のリクルート 

COVID-19 パンデミックで何らかの取組みを

行っていたことを必須条件とし、自治体人口規

模、合計特殊出生率、出生数、等の自治体の特

徴となる条件がばらつくように、かつ、アクセ

ス可能である自治体を選定した。具体的には、

1718市区町村を年間出生数が 250人未満、250

人から 1000人未満、1000人から 3000人未満、

3000 人以上に層化し、その中で先進的取組を

行っていた自治体について、自治体の担当者を

紹介してもらうことが可能な依頼者（知人・友

人等）へ申請者から自治体担当者への紹介を依

頼した。 

自治体の了承が得られたら、担当者（参加候

補者）の選定は各自治体に任せ、紹介してもら

った担当者（参加候補者）に対して、個人が識

別できる情報の匿名化、結果は個人がわからな

いように発表すること、参加は任意であり断っ

ても不利益をこうむらないこと等の説明を行

い、録音・録画及び情報保護の方法を含め紙面

で同意を得た。 

2) データ収集及び分析の手順 

同意が得られた参加者に対して、COVID-19

感染拡大下において、工夫した取り組み、感染

拡大前に行っていたどのような取り組みや仕

組みが役立ったか、2020 年 3 月以降から現在

までを話してもらった。内容は録音(オンライ

ンの場合は録画)した。録音または録画の音声

データは、守秘義務契約をかわした業者へ依頼

して逐語禄におこし、これを分析データとした。 

・分析データは、グラウンデッド・セオリー・

アプローチ (Grounded Theory Approach ; 

GTA)の継続比較分析を用いて分析をすすめて

いる。 

3) 研究参加者からの問い合わせ及び参加の撤

回 

研究参加者は、一度研究参加に同意した後でも

データの解析前であれば参加協力を撤回する

ことができると説明したが、現時点で撤回の申

し出はない。撤回及びその他の問い合わせにも

応じられるよう、研究依頼文には、研究申請者

及び共同研究者の連絡先を明記した。 

Ｃ．結果 

 2023 年度は、A市 (年間出生数約 400人), B

市(年間出生数約 890 人), C 市(年間出生数約

800 人), D 市(年間出生数約 220 人)と中規模

の 3 自治体及び小規模の 1 自治体に対して調

査を実施した。 

1) 乳幼児健診 

乳幼児健診は、集団健診のため感染症拡大時

には中止や延期となった。全体の 3市で、感染

拡大前より顔見知りの関係があった小児科医
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会等の協力の元, 地域の小児科で個別のまた

行政健診会場で少人数の乳幼児健診を実施し

ていた。健診会場は、一方通行の動線、一定間

隔を保った待合いの椅子を設定し、完全予約制

とする等、感染防止対策を徹底した。これら予

約は、これまで母子保健部署では使用していな

かった情報システムを転用してオンライン上

での予約を行えるようにしたことで、予約の利

便性が高まった。一方でオンラインだけでは十

分な情報伝達が困難と考え、対象の家庭に電話

や手紙でアクセスして情報を伝えたり相談に

応じていた。また、乳幼児健診の案内を郵送し

ていた対象者全員に全件個々に電話で中止を

連絡した。これらの連絡にあたっては、乳児全

戸訪問のために妊娠時に登録した電話番号を

利用し、日中の事業終了後の夕方以降に看護職

総出で行った。ある市では、健診を担当した小

児科を巡回し健診結果を回収しそれら結果に

対して迅速なフォローを行えるようにしてい

た。健診は従来より個別に小児科で実施してい

た市では、健診方法の変更の必要はなかった。

一方で、対面で実施していた、健診後のフォロ

ー、部署間、外部機関との連携はオンラインで

行う形式に変更した。健診とは別に行っていた

集団での保健相談は、一方通行の動線、一定間

隔に設置した椅子など感染防止対策を徹底し

て少人数で実施した。保護者どうしの交流はオ

ンラインで機会をもうけた。 

2) パパママ教室（両親学級） 

感染拡大下において、多くの産婦人科で両親

学級が中止となり、行政での実施の必要性が普

段以上に高まる状況となった。いずれの市でも、

オンライン動画などメディアを用いた動画の

作成等を行い公開していた。例えば、夫の妊婦

体験を家にある物で行う方法など両親学級で

実施していた内容を市の HP 上で公開するなど

である。動画作成では、いずれも保健師、栄養

士、歯科衛生士等の複数職種が協力して作成し

ていた。講義だけではなく、乳児の抱っこの方

法など手技も含める内容としていた。また、動

画では集中できる時間が短いと考え対面時よ

りも短い時間で構成していた。これらの取り組

みは HP 上で提示したり妊娠届出時に個別に案

内したりした。さらに、オンラインで双方向の

やりとりが可能な教室も多職種で実施してい

た市もあった。対面での実施希望者には、少人

数予約制で感染防止対策を徹底して対人間隔

をあけて少人数で実施したり個別に実施した

りした。また、家庭訪問時に玄関先屋外で実施

するなど、個々の要望に応じて柔軟に行った。

COVID19 に対応する臨時予算を活用しすでに

導入していたスマートフォンアプリケーショ

ンの機能を追加することで動画配信やオンラ

イン教室の実施をした市もあった。 

3) 特定妊婦, 全戸訪問 

母子手帳交付時に既存のアセスメントシー

トで特定妊婦を同定し、妊婦本人ではなく家族

が来所した場合には、妊婦へ電話をして問診を

行った。家庭訪問に行く前に電話で互いの体調

を確認し互いに体調不良がない場合に訪問を

行った。フォローが不十分となってしまいやす

い援助希求性の低い対象に対しては、感染拡大

前から顔見知りの精神科、産科・助産院、保育

所等と情報共有して連携した。連絡票や定例会

議など対面で行っていた既存の連携の仕組み

をオンラインで継続した。妊娠届出を提出に来

所する前に問診の入力をアプリケーション上

で入力してもらうことで、手作業の入力業務等

を省略して面接や支援そのものへ時間をかけ

られるよう工夫していた市もあった。感染対策

を講じた個別訪問は、従来ではボランティアが

実施していたが、いずれの市区町村も全て看護

職等、専門職に切り替えていた。 

いずれも感染拡大前において全戸訪問や保

健師等専門職の支援は住民に好意的にとらえ

られていると保健師らは感じており、実際、感

染拡大下において感染リスクを理由に訪問等

を拒否されることが増加したことはなかった。

むしろ個別の相談件数が増加した傾向にあっ

た。 

Ｄ．考察 

行政内関連部署、小児科、産婦人科、精神科、

児童相談所等の関係機関との連携において、感

染流行前からの顔見知りの関係性をベースに、
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または既存の連携の仕組みを活用して感染拡

大に関する影響に協力して対応していた。今年

度は、小規模、中規模の自治体でのインタビュ

ーを実施した。次年度は、大規模自治体を含む

などインタビュー範囲を拡大し分析、概念化を

すすめていく。 

 

Ｅ．結論 

 行政内関連部署、小児科、産婦人科、精神科、

児童相談所等の関係機関との連携において、感

染流行前からの顔見知りの関係性をベースに、

または既存の連携の仕組みを活用して感染拡

大に関する影響に協力して対応していた。 
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